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１ 計画の背景と目的 

（１） 背景 

昭和 30 年代から 40 年代後半に建築された市営住宅ストックが更新時期を向かえ、早期の建

替えや、計画的な修繕・改善により長寿命化を図るものの判別など、効率的・効果的な事業計画

に基づくストックマネジメントが求められています。 

 

（２） 目的 

住宅セーフティネットの中核となる市営住宅の安全で快適な居住環境を保全し、多様化する

ニーズに対応するために、修繕、改善、建替などの活用手法を定め、更新コストの削減、事業量

の平準化、良好なストックの維持を図ることにより。継続的に安心して住み続けられる住宅を供

給します。 

 

（３） 計画の位置付け 

本計画は、インフラ長寿命化基本計画（インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会

議・平成 25年（2013 年）11月策定）に基づく、地方公共団体が定める施設ごとの長寿命化計画

に位置付けられ、公営住宅等長寿命化計画策定指針（国土交通省・平成 28年(2016年)８月改定）

に基づき作成します。 

 

（４） 計画の経過 

本市では老朽化の進んだ住宅の建替えを計画的に進めるため、平成６年(1994 年)３月に「鎌

倉市公共賃貸住宅再生マスタープラン」を策定しましたが、景気の落ち込みによる財政状況の悪

化を理由として、平成 15年(2003年)３月にその内容を見直した「鎌倉市営住宅ストック総合活

用計画」を策定し、「鎌倉市住宅マスタープラン」の下部計画として位置付けました。 

さらに、国土交通省から公営住宅等長寿命化計画の策定及びこれに基づく予防保全的な維持

管理、長寿命化に資する改善の推進について指針が示されたことから、市営住宅ストック総合活

用計画を補完する計画として、平成 22 年(2010 年)３月に鎌倉市営住宅長寿命化計画を策定し、

市営住宅の整備や維持管理に係るマネジメントを推進しています。 

長寿命化計画については、平成 24年(2012年)３月、平成 25年(2013年)２月、平成 27年(2015

年)４月に、それぞれの時点に合わせて事業予定の修正を行いました。 

さらに、総合的かつ計画的に市営住宅の建替え、修繕・改善を行っていくために、市営住宅ス

トック総合活用計画の内容を統合するとともに、鎌倉市公共施設再編計画、第３次鎌倉市住宅マ

スタープランの内容に合わせて、長寿命化計画を改定しました。 

当初の策定から計画期間である 10 年を経過することから、令和２年(2020 年)４月からの 10

年を計画期間とする第２期計画として鎌倉市営住宅長寿命化計画を策定しました。 
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図表１-１ 市営住宅マネジメントに係る取組の経緯 

平成６年(1994年)３月 鎌倉市公共賃貸住宅再生マスタープラン 策定 

平成８年(1996年)３月 鎌倉市住宅マスタープラン 策定 

平成 15年(2003年)３月 鎌倉市営住宅ストック総合活用計画 策定 

平成 19年(2007年)３月 第２次鎌倉市住宅マスタープラン 策定 

平成 22年(2010年)３月 鎌倉市営住宅長寿命化計画 策定 

平成 24年(2012年)３月 鎌倉市営住宅長寿命化計画 改定 

平成 25年(2013年)３月 鎌倉市営住宅長寿命化計画 改定 

平成 27年(2015年)３月 鎌倉市公共施設再編計画 策定 

平成 27年(2015年)４月 鎌倉市営住宅長寿命化計画 改定 

平成 29年(2017年)３月 第３次鎌倉市住宅マスタープラン 策定 

平成 30年(2018年)３月 鎌倉市営住宅集約化基本計画 策定 

平成 30年(2018年)12月 鎌倉市営住宅長寿命化計画 改定 

令和２年(2020年)３月 鎌倉市営住宅長寿命化計画（第 2期） 改定 

令和４年(2022年)３月 鎌倉市営住宅長寿命化計画（第 2期） 改定 

 

２ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和２年(2020 年)４月から令和 12（2030 年）３月の 10 年間とします。

なお、社会情勢の変化や事業の進捗状況等必要に応じて適宜見直しを行ない、改定するものとしま

す。 
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３ 市営住宅の状況 

（１） 市営住宅の状況 

本市には 10団地 630戸の市営住宅があり、そのうち 6団地 535戸（図表２-１①～⑥）は市有

住宅で、４団地 95戸（⑦～⑩）は借上住宅です。 

市有住宅は、平成８年(1996 年)築の諏訪ヶ谷ハイツを除き、昭和 30 年代から昭和 50 年代の

初期に建築されたもので、なかでも簡易耐火構造２階建住宅（植木住宅、深沢住宅の一部、笛田

住宅、梶原住宅の一部）の老朽化が著しい状況です。また、借上住宅は、平成９年(1997年)以降

に建築され、これまで良好に管理されているが、今後、計画的な修繕・管理が必要となります。 

図表２-１ 市営住宅の概要 令和２年(2020年)１月 1日現在 

  

住 宅 名 

（戸数） 

用途 

地域 

敷地 

面積 

（㎡） 

構造・階数 建設年度 

専 用 

床面積 

（㎡） 

管理

戸数

(戸) 

家賃(円) 
耐用年限 

経過年度 

① 
深 沢 住 宅 

（142戸） 

第 1種住

居 
12,945.1 

中層耐火 5階

建て（2棟） 
昭和 54年 

51.81 

56.81 
50 18,200～48,400 

令和 31年 
中層耐火 4階

建て（1棟） 
昭和 54年 56.81 12 20,300～53,800 

簡易耐火 2階

建て（16棟） 

昭和 35～

昭和 38年 
43.12 80 10,600～30,000 

平成 17～ 

平成 20年 

② 
笛 田 住 宅 

（70戸） 

第 1種中

高層 
4,423.02 

簡易耐火 2階

建て（13棟） 

昭和 39～

昭和 40年 

39.31 

42.74  
70 10,500～30,300 

平成 21～ 

平成 24年 

③ 
梶 原 住 宅 

（56戸） 

第 1種中

高層 
2,772.19 

簡易耐火 2階

建て（1棟） 
昭和 42年 34.12  12 9,400～24,900 平成 24年 

中層耐火 4階

建て（2棟） 

昭和 42年

昭和 43年 

36.66 

37.08 
44 10,100～27,500 

平成 24年 

平成 25年 

④ 
梶 原 東 住 宅 

（116戸） 

第 1種中

高層 
1,883.92 

中層耐火 4階

建て（1棟） 
昭和 46年 41.01 24 12,200～32,300 令和 23年 

中層耐火 5階

建て（1棟） 
昭和 44年 33.60 20 9,600～25,500 令和 21年 

第 1種中

高層 
3,334.58 

中層耐火 4階

建て（2棟） 
昭和 50年 43.31  32 13,100～36,600 令和 27年 

中層耐火 5階

建て（2棟） 
昭和 52年 

41.06 

43.31 
40 13,500～37,800 令和 29年 

⑤ 
岡 本 住 宅 

（100戸） 
工業 

942.28 
中層耐火 4階

建て（2棟） 
昭和 45年 37.08  20 

10,600～28,200 
令和 22年 

3,798.80 
中層耐火 5階

建て（3棟） 
昭和 48年 

37.68 

41.06 
80 11,400～29,900 令和 25年 

⑥ 
諏訪ケ谷ハイツ 

（51戸） 

第 1種低

層 
5,076.93 

中層耐火 3階

建て（4棟） 
平成 8年 

39.01～

62.84 
51 18,700～79,100 令和 48年 

⑦ 
ﾍﾞﾈｯｾﾚ湘南深沢 

（22戸） 
工業 943.41 

中層耐火 5階

建て（1棟） 
平成 9年 

39.69 

52.29  
22 19,300～67,300 令和 49年 

⑧ 
笛田ﾛｲﾔﾙﾊｲﾂ 

（17戸） 

第 1種低

層 
1,103.51 

低層耐火 2階

建て（1棟） 
平成 10年 36.40～  

50.40   
17 16,800～61,800 令和 50年 

⑨ 
深沢ｾﾝﾄﾗﾙﾊｲﾂ 

（24戸） 

第 1種低

層 
969.11 

中層耐火 4階

建て（1棟） 
平成 11年 

38.41～

49.40 
24 18,900～64,400 令和 51年 

⑩ 
ﾚｰﾍﾞﾝｽｶﾞﾙﾃﾝ 

山崎（32戸） 
準工業 1561.28 

高層耐火 7階

建て（1棟） 
平成 14年 

42.48～

54.16  
32 21,500～71,400 令和 54年 
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（２） 入居者の状況  

市営住宅に居住する 540 世帯のうち単身世帯が 311 世帯で全体の過半を占めており、そのう

ち 282世帯（単身世帯の 91％、全体の 52％）は高齢者単身世帯です。また、収入分位をみると、

月収 10万 4千円以下の世帯が全体の 82％を占めています。 

図表２-２ 入居者の状況 令和２年(2020年)１月 1日現在 

住 宅 名 

（入居世帯数） 

年齢構成（人） 世帯人員（世帯） 世帯特性（世帯） 

18
未
満 

50
以
上 

65
以
上 

70
以
上 

16
～ 
23
未
満 

平均
年齢 

1人 2人 3人 4人 
5人 
以上 

一
般
世
帯 

一
般
単
身 

高
齢
者
単
身 

高
齢
者
世
帯 

障
害
者 

高
齢
障
害
者 

ひ
と
り
親 

深 沢 住 宅 

（110世帯） 
7 148 113 96 8 63.1 51 42 14 2 1 18 1 46 19 13 4 9 

笛 田 住 宅 

（55世帯） 
0 63 60 52 0 71.9 36 18 1 0 0 8 0 32 9 5 0 1 

梶 原 住 宅 

（41世帯） 
2 45 38 33 1 67.3 31 8 2 0 0 6 0 30 2 0 0 3 

梶 原 東 住 宅 

（102世帯） 
6 133 98 86 11 60.9 50 34 12 4 2 23 1 44 10 16 3 5 

岡 本 住 宅 

（92世帯） 
8 104 69 57 9 56.8 41 38 9 3 1 24 2 35 7 9 2 13 

諏訪ケ谷ハイツ 

（48世帯） 
0 60 53 45 1 72.1 32 13 3 0 0 6 1 29 7 1 4 0 

ﾍﾞﾈｯｾﾚ湘南深沢 

（21世帯） 
0 26 26 23 0 78.5 16 5 0 0 0 0 0 15 3 0 3 0 

笛田ﾛ ｲ ﾔ ﾙ ﾊ ｲ ﾂ 

（13世帯） 
0 14 13 11 0 75.8 11 2 0 0 0 0 0 10 1 1 1 0 

深沢ｾﾝﾄﾗﾙﾊｲﾂ 

（22世帯） 
0 27 23 22 0 74.2 17 4 0 1 0 0 0 17 2 2 1 0 

ﾚｰﾍﾞﾝｽｶﾞﾙﾃﾝ山

崎（30 世帯） 
0 34 31 31 0 78.2 26 4 0 0 0 1 0 25 1 3 0 0 

計 

（534世帯） 
23 654 524 456 30 64.9 311 168 41 10 4 86 5 283 61 50 18 31 

 

図表２-３ 収入分位別居住世帯数 令和２年(2020年)１月 1日現在 

月収 
0 

～104,000 

104,001 

～123,000 

123,001 

～139,000 

139,001 

～158,000 

158,001 

～186,000 

186,001 

～214,000 

214,001 

～259,000 

259,001 

～310,000 

310,001 

～ 
未申告 

世帯数 442 22 16 7 13 5 9 9 10 1 

 うち裁量階層 369 13 10 4 6 2 0 1 1 1 

※裁量階層とは、高齢者世帯や障害者世帯等で入居収入基準の上限が引き上げられる世帯をいいます。 
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（３） 入居者募集の状況 

本市では毎年 1回、10月に入居者募集を行っています。平成 22年度から令和元年度までの

市営住宅の入居者募集状況は以下のとおりです。毎年 15戸程度の募集を行なっています。その

応募倍率は平均して 10倍以上となっており、特に高齢者向けや身体障害者向け等特定目的住宅

への応募倍率が高い状況となっています。 

図表２-４ 募集状況 

年度 管理戸数 募集戸数 募集率 応募者数 
一般・子育

て 

高齢・身障

者 
全体倍率 

令和元年度 630戸 20戸 3.17% 110人 3.0倍 13.0倍 5.5倍 

平成 30年度 642戸 13戸 2.02% 123人 6.4倍 13.0倍 9.5倍 

平成 29年度 642戸 12戸 1.87% 120人 7.5倍 15.0倍 10.0倍 

平成 28年度 642戸 17戸 2.65% 137人 5.3倍 13.2倍 8.1倍 

平成 27年度 642戸 15戸 2.34% 167人 7.8倍 17.8倍 11.1倍 

平成 26年度 642戸 13戸 2.02% 163人 7.2倍 30.3倍 12.5倍 

平成 25年度 642戸 16戸 2.49% 181人 9.0倍 13.1倍 11.3倍 

平成 24年度 642戸 12戸 1.87% 186人 10.1倍 23.0倍 15.5倍 

平成 23年度 642戸 14戸 2.18% 189人 8.4倍 22.6倍 13.5倍 

平成 22年度 642戸 15戸 2.34% 175人 11.6倍 12.0倍 11.7倍 

 

図表２-５ 世帯種別別応募状況（世帯数） 

年度 一般世帯 ひとり親 高齢者世帯 高齢者単身 高齢障害者 障害者 その他 

令和元年度 3 3 20 59 12 8 5 

平成 30年度 1 7 14 73 20 6 2 

平成 29年度 3 5 26 66 11 7 2 

平成 28年度 3 10 34 61 19 9 1 

平成 27年度 10 13 22 90 13 17 2 

平成 26年度 6 13 29 83 19 10 3 

平成 25年度 3 13 22 114 17 11 1 

平成 24年度 12 15 21 108 16 8 6 

平成 23年度 10 14 35 101 22 5 2 

平成 22年度 12 17 39 80 21 2 4 
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JR 鎌倉駅 

６ 

JR 大船駅 

 

JR 北鎌倉駅 

 

ﾓﾉﾚｰﾙ富士見町駅 

１ 

２ 
３ ４ 

５ 

７ 

９ 

８ 

10 

 

ﾓﾉﾚｰﾙ片瀬山駅 

ﾓﾉﾚｰﾙ湘南町屋駅 

江ノ電腰越駅 

ﾓﾉﾚｰﾙ湘南深沢駅 

 

（４） 市営住宅の位置 

図表２－６ 市営住宅位置図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

① 深沢住宅 ⑤ 岡本住宅 ⑨ 深沢セントラルハイツ 

② 笛田住宅 ⑥ 諏訪ヶ谷ハイツ ⑩ レーベンスガルテン山崎 

③ 梶原住宅 ⑦ ベネッセレ湘南深沢  

④ 梶原東住宅 ⑧ 笛田ロイヤルハイツ  
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（５） 団地別状況及び改善履歴 

■ 団地別状況① 

団 地 名 市営深沢住宅 総 戸 数 １４２ 戸 

所 在 地 鎌倉市寺分 448番地 用 途 地 域 第１種住居地域 

敷地面積 12,945.1 ㎡ 建ぺい率（全体） － % 容積率（全体） － % 

団地配置図 

 

 

 

 

  

現況写真 
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団 地 名 市営深沢住宅 

団
地
内
施
設 

集 会 施 設 あり 

公
益
設
備 

ガ  ス ＬＰＧ・都市ガス 

児 童 遊 園 あり 水  道 神奈川県水 

専 用 物 置 あり 下 水 道 公共下水道 

駐 輪 場 あり テ レ ビ 共聴アンテナ 

駐 車 場 なし   

敷
地
条
件 

法 

規 

制 

用途地域 第 1種住居地域 立 
 

地 
 

条 
 

件 

施     設 距 離 

建ぺい率 ６０ % 駅・バス停 ﾓﾉﾚｰﾙ湘南深沢 0.3 Km 

容積率 ２００ % 市 役 所 深沢行政センター 0.5 Km 

その他の地域･地区  教 育 施 設 富士塚小学校 0.3 Km 

道路 
幅 員 6m 10m  福 祉 施 設 介護老人保健施設かまくら 0.6 Km 

種 別 法 42条 1項 1号 法 42条 1項 1号  医 療 施 設 湘南記念病院 0.8 Km 

敷地 
形 状 4 号棟及び 5 号棟は斜面ひな壇造成 生活利便施設 そうてつローゼン 0.8 Km 

高 低 差 約 13m そ の 他   Km 

■ 住棟別状況 

住
戸
・
住
棟
の
状
況 

建設年度 住棟名 戸数 構造 屋根 外壁 専用面積 間取り ＥＶ 住戸区分 

S54 1-1号 25戸 RC壁式 5階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 56.81㎡ 3DK なし 一般 

S54 1-2号 12戸 RC壁式 4階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 56.81㎡ 3DK なし 一般 

S54 2号 25戸 RC壁式 5階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 51.18㎡ 3K なし 一般 

S35 3号 24戸 RC壁式 2階 ﾓﾙﾀﾙ・ｼｰﾄ防水 ﾘｼﾝ吹付け 43.12㎡ 2DK なし 一般 

S36 4号 20戸 RC壁式 2階 ﾓﾙﾀﾙ・ｼｰﾄ防水 ﾘｼﾝ吹付け 43.12㎡ 2DK なし 一般 

S37 5号 14戸 RC壁式 2階 ﾓﾙﾀﾙ・ｼｰﾄ防水 ﾘｼﾝ吹付け 43.12㎡ 2DK なし 一般 

S38 6号 22戸 RC壁式 2階 ﾓﾙﾀﾙ・ｼｰﾄ防水 ﾘｼﾝ吹付け 43.12㎡ 2DK なし 一般 

改
善
等
履
歴 

年月 部位 内容又は事業名 備考 

昭和 57 年  月 外壁 外壁等改修工事 3号棟 

平成  7 年  月 屋上 屋上防水改修工事 1-1号棟、1-2号棟、2号棟 

 10 年  月 外壁 外壁等改修工事 2号棟 

 11 年  月 外壁 外壁等改修工事 1-1号棟 

 11 年  月 設備 公共下水接続工事（和便器→洋便器） 4号棟、5号棟 

 12 年  月 設備 電灯幹線改修工事 全棟 

 18 年  月 階段 手摺設置工事 1-1号棟、1-2号棟、2号棟 

 19 年  月 設備 火災警報器設置工事 1-1号棟、1-2号棟、2号棟 

 20 年  月 設備 給水設備改修工事（直結方式） 1-1号棟、1-2号棟、2号棟 

 20 年  月 設備 火災警報器設置工事 3号～6号棟 

  年  月    

  年  月    

  年  月    
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■ 団地別状況② 

団 地 名 市営笛田住宅 総 戸 数 ７０ 戸 

所 在 地 鎌倉市笛田三丁目２３番 用 途 地 域 第 1種中高層住居専用地域 

敷地面積 4423.02 ㎡ 建ぺい率（全体） － % 容積率（全体） － % 

団地配置図 

 

現況写真 
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団 地 名 市営笛田住宅 

団
地
内
施
設 

集 会 施 設 あり 

公
益
設
備 

ガ  ス ＬＰＧ 

児 童 遊 園 なし 水  道 神奈川県水 

専 用 物 置 なし 下 水 道 公共下水道 

駐 輪 場 なし テ レ ビ ケーブル 

駐 車 場 なし   

敷
地
条
件 

法 

規 

制 

用途地域 第 1種中高層住居専用地域 立 
 

地 
 

条 
 

件 

施     設 距 離 

建ぺい率 ６０ % 駅・バス停 ﾓﾉﾚｰﾙ湘南深沢 0.8 Km 

容積率 １５０ % 市 役 所 深沢行政センター 0.5 Km 

その他の地域･地区 高度地区 教 育 施 設 深沢小学校 0.5 Km 

道路 
幅 員 6m 4m 6m 福 祉 施 設 障害児福祉ｾﾝﾀｰあおぞら園 1.8 Km 

種 別 法 42条 1項 1号 法 42条 1項 5号 法 43条ただし書き 医 療 施 設 湘南記念病院 0.6 Km 

敷地 
形 状 平坦地 生活利便施設 そうてつローゼン 0.4 Km 

高 低 差  そ の 他   Km 

■ 住棟別状況 

住
戸
・
住
棟
の
状
況 

建設年度 住棟名 戸数 構造 屋根 外壁 専用面積 間取り ＥＶ 住戸区分 

S39 1号 22戸 RC壁式 2階 ｼｰﾄ防水 ﾘｼﾝ吹付け 42.74㎡ 2DK なし 一般世帯 

S39 2号 22戸 RC壁式 2階 ｼｰﾄ防水 ﾘｼﾝ吹付け 42.74㎡ 2DK なし 一般世帯 

S40 3号 8戸 RC壁式 2階 ｼｰﾄ防水 ﾘｼﾝ吹付け 42.74㎡ 2DK なし 一般世帯 

S40 4号 18戸 RC壁式 2階 ｼｰﾄ防水 ﾘｼﾝ吹付け 42.74㎡ 2DK なし 一般世帯 

          

          

改
善
等
履
歴 

年月 部位 内容又は事業名 備考 

平成 14 年  月 設備 公共下水接続工事（和便器→洋便器） 1号棟、2号棟 

 15 年  月 設備 公共下水接続工事（和便器→洋便器） 3号棟、4号棟 

 20 年  月 設備 火災警報器設置工事 1号～4号棟 

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    
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■ 団地別状況③ 

団 地 名 市営梶原住宅 総 戸 数 ５６ 戸 

所 在 地 鎌倉市梶原四丁目２番２号～４号 用 途 地 域 第１種中高層住居専用地域 

敷地面積 2772.19 ㎡ 建ぺい率（全体） － % 容積率（全体） － % 

団地配置図 

 

現況写真 
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団 地 名 市営梶原住宅 

団
地
内
施
設 

集 会 施 設 あり（梶原東住宅共用） 

公
益
設
備 

ガ  ス 都市ガス 

児 童 遊 園 あり 水  道 神奈川県水 

専 用 物 置 なし 下 水 道 公共下水 

駐 輪 場 あり テ レ ビ ケーブル 

駐 車 場 なし   

敷
地
条
件 

法 

規 

制 

用途地域 第 1種中高層住居専用地域 立 
 

地 
 

条 
 

件 

施     設 距 離 

建ぺい率 ６０ % 駅・バス停 西梶原バス停 0.1 Km 

容積率 ２００ % 市 役 所 深沢行政センター 1.0 Km 

その他の地域･地区 高度地区 教 育 施 設 深沢小学校 0.9 Km 

道路 
幅 員 4m   福 祉 施 設   Km 

種 別 法 42条 1項 1号   医 療 施 設 湘南記念病院 1･0 Km 

敷地 
形 状 2 段造成 生活利便施設 そうてつﾛｰｾﾞﾝ 0.9 Km 

高 低 差 約 1.5m そ の 他   Km 

■ 住棟別状況 

住
戸
・
住
棟
の
状
況 

建設年度 住棟名 戸数 構造 屋根 外壁 専用面積 間取り ＥＶ 住戸区分 

S42 1号 12戸 RC壁式 4階 シート防水 ﾘｼﾝ吹付け 36.66㎡ 2K なし 一般世帯 

S42 2号 12戸 RC壁式 2階 シート防水 ﾘｼﾝ吹付け 34.12㎡ 2K なし 一般世帯 

S43 3号 32戸 RC壁式 4階 シート防水 ﾘｼﾝ吹付け 37.08㎡ 3DK なし 一般世帯 

          

          

          

改
善
等
履
歴 

年月 部位 内容又は事業名 備考 

平成  2 年  月 外壁 外壁塗装工事 1号棟、2号棟 

  3 年  月 外壁 外壁塗装工事 3号棟 

 18 年  月 階段 手摺設置工事 1号棟、3号棟 

 20 年  月 設備 火災警報器設置工事 1号～3号棟 

 21 年  月 設備 トイレ改修工事 1号～3号棟 

 22 年  月 施設 耐震診断業務 1号、3号棟 

 24 年  月 外壁 外壁等改修工事 3号棟 

 25 年  月 外壁 外壁等改修工事 3号棟 

 26 年  月 外壁 外壁等改修工事 1号棟 

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    
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■ 団地別状況④ 

団 地 名 市営梶原東住宅 総 戸 数 １１６ 戸 

所 在 地 鎌倉市梶原四丁目２番８号、９号、５番１号～４号 用 途 地 域 第１種中高層 

敷地面積 5218.5 ㎡ 建ぺい率（全体） － % 容積率（全体） － % 

団地配置図 

 

現況写真 
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団 地 名 市営梶原東住宅 

団
地
内
施
設 

集 会 施 設 あり（梶原住宅共用） 

公
益
設
備 

ガ  ス 都市ガス 

児 童 遊 園 あり 水  道 神奈川県水 

専 用 物 置 なし 下 水 道 公共下水道 

駐 輪 場 あり テ レ ビ ケーブル 

駐 車 場 なし   

敷
地
条
件 

法 

規 

制 

用途地域 第 1種中高層住居専用地域 立 
 

地 
 

条 
 

件 

施     設 距 離 

建ぺい率 ６０ % 駅 日当バス停 0.1 Km 

容積率 ２００ % 市 役 所 深沢行政センター 1.3 Km 

その他の地域･地区 高度地区 教 育 施 設 深沢小学校 1.3 Km 

道路 
幅 員 15m 4m 4m 福 祉 施 設   Km 

種 別 法 42条 1項 1号 法 42条 1項 1号 法 42条 1項 5号 医 療 施 設 道躰クリニック 0.8 Km 

敷地 
形 状 ひな壇造成 生活利便施設 そうてつローゼン 1.2 Km 

高 低 差 最大 5.5m そ の 他   Km 

■ 住棟別状況 

住
戸
・
住
棟
の
状
況 

建設年度 住棟名 戸数 構造 屋根 外壁 専用面積 間取り ＥＶ 住戸区分 

S44 第 1 20戸 RC壁式 5階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 33.60㎡ 2K なし 一般世帯 

S46 第 2 24戸 RC壁式 4階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 41.01㎡ 3DK なし 一般世帯 

S50 第 3 16戸 RC壁式 4階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 41.06㎡ 3DK なし 一般世帯 

S50 第 4 16戸 RC壁式 4階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 43.31㎡ 3DK なし 一般世帯 

S52 第 5 20戸 RC壁式 5階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 41.06㎡ 3DK なし 一般世帯 

S52 第 6 20戸 RC壁式 5階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 43.31㎡ 3DK なし 一般世帯 

改
善
等
履
歴 

年月 部位 内容又は事業名 備考 

平成  6 年  月 外壁 外壁改修工事 3号棟、4号棟 

  6 年  月 屋上 屋上防水工事 5号棟、6号棟 

  7 年  月 外壁 外壁改修工事 5号棟 

  8 年  月 外壁 外壁改修工事 6号棟 

 14 年  月 設備 給水設備改修工事（直結方式） 1号棟、2号棟 

 15 年  月 設備 給水設備改修工事（直結方式） 3号棟、4号棟 

 17 年  月 設備 給水設備改修工事（直結方式） 5号棟、6号棟 

 18 年  月 階段 階段手摺設置工事 1号～6号棟 

 19 年  月 設備 火災警報設備設置工事 1号～6号棟 

 22 年  月 外壁 外壁改修工事 2号棟 

 22 年  月 施設 耐震診断業務 1号、2号棟 

 25 年  月 外壁 外壁等改修工事 1号棟 

 26 年  月 屋上 屋上防水改修工事 1号棟 

 27 年  月 窓 北側窓手摺改修工事 3号棟、4号棟 

 28 年  月 窓 北側窓手摺改修工事 5号棟、6号棟 
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■ 団地別状況⑤ 

団 地 名 市営岡本住宅 総 戸 数 １００ 戸 

所 在 地 鎌倉市岡本 1324番地 用 途 地 域 工業地域 

敷地面積 4741.08 ㎡ 建ぺい率（全体） － % 容積率（全体） － % 

団地配置図 

 

現況写真 
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団 地 名 市営岡本住宅 

団
地
内
施
設 

集 会 施 設 あり 

公
益
設
備 

ガ  ス 都市ガス 

児 童 遊 園 あり 水  道 神奈川県水 

専 用 物 置 なし 下 水 道 公共下水道 

駐 輪 場 あり テ レ ビ ケーブル 

駐 車 場 なし   

敷
地
条
件 

法 

規 

制 

用途地域 工業地域 立 
 

地 
 

条 
 

件 

施     設 距 離 

建ぺい率 ６０ % 駅 南岡本バス停 0.1 Km 

容積率 ２００ % 市 役 所 玉縄行政センター 0.8 Km 

その他の地域･地区  教 育 施 設 玉縄小学校 1.1 Km 

道路 
幅 員 5m 4m 4m 福 祉 施 設 特養老人ホーム愛心会 0.4 Km 

種 別 法 42条 1項 1号 法 42条 1項 2号 法 42条 1項 5号 医 療 施 設 鎌倉総合病院 0.3 Km 

敷地 
形 状 平坦地 生活利便施設 ｺｰﾅﾝ鎌倉大船ﾓｰﾙ 0.8 Km 

高 低 差  そ の 他   Km 

■ 住棟別状況 

住
戸
・
住
棟
の
状
況 

建設年度 住棟名 戸数 構造 屋根 外壁 専用面積 間取り ＥＶ 住戸区分 

S45 第 1 8戸 RC壁式 4階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 37.08㎡ 3DK なし 一般世帯 

S45 第 2 12戸 RC壁式 4階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 37.08㎡ 3DK なし 一般世帯 

S48 第 3 30戸 RC壁式 4階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 41.06㎡ 3DK なし 一般世帯 

S48 第 4 30戸 RC壁式 4階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 41.06㎡ 3DK なし 一般世帯 

S48 第 5 20戸 RC壁式 4階 シート防水 吹付けﾀｲﾙ 37.68㎡ 3DK なし 一般世帯 

          

改
善
等
履
歴 

年月 部位 内容又は事業名 備考 

平成  1 年  月 屋上 屋上防水改修工事 4号棟 

  2 年  月 屋上 屋上防水改修工事 1号棟、3号棟 

  6 年  月 外壁 外壁等改修工事 1号～5号棟 

 11 年  月 設備 給水設備改修工事 2号棟 

 12 年  月 設備 給水設備改修工事 3号～5号棟 

 16 年  月 屋上 屋上防水改修工事 1号棟、2号棟 

 16 年  月 設備 給水設備改修工事（直結方式） 1号棟、2号棟 

 17 年  月 屋上 屋上防水改修工事 3号～5号棟 

 18 年  月 外壁 外壁塗装工事 2号棟 

 18 年  月 設備 給水設備改修工事（直結方式） 3号～5号棟 

 18 年  月 階段 手摺設置工事 1号～5号棟 

 19 年  月 外壁 外壁塗装工事 1号棟 

 19 年  月 設備 火災警報器設置工事 1号～5号棟 

 23 年  月 ﾊﾞﾙｺﾆｰ バルコニー手摺改修工事 3号～5号棟 
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■ 団地別状況⑥ 

団 地 名 市営諏訪ヶ谷ハイツ 総 戸 数 ５１ 戸 

所 在 地 鎌倉市津西二丁目１９番 用 途 地 域 第１種低層 

敷地面積 5076.93 ㎡ 建ぺい率（全体） 24.4 % 容積率（全体） 64.17 % 

団地配置図 

 

現況写真 
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団 地 名 市営諏訪ヶ谷ハイツ 

団
地
内
施
設 

集 会 施 設 あり 

公
益
設
備 

ガ  ス 都市ガス 

児 童 遊 園 あり 水  道 神奈川県水 

専 用 物 置 なし 下 水 道 公共下水道 

駐 輪 場 あり テ レ ビ ケーブル 

駐 車 場 あり   

敷
地
条
件 

法 

規 

制 

用途地域 第 1種低層住居専用地域 立 
 

地 
 

条 
 

件 

施     設 距 離 

建ぺい率 ４０ % 駅 湘南ﾓﾉﾚｰﾙ片瀬山駅 1.0 Km 

容積率 ８０ % 市 役 所 腰越行政センター 0.9 Km 

その他の地域･地区 第 2種風致地区 教 育 施 設 腰越中学校 0.5 Km 

道路 
幅 員 6.5m 4m 4m 福 祉 施 設   Km 

種 別 法 42条 1項 1号 法 42条 1項 5号 法 43条ただし書き 医 療 施 設 聖テレジア病院 1.2 Km 

敷地 
形 状 ひな壇造成 生活利便施設 やまかﾌﾚｯｼｭﾏｰﾄ 1.2 Km 

高 低 差 2.0m そ の 他   Km 

■ 住棟別状況 

住
戸
・
住
棟
の
状
況 

建設年度 住棟名 戸数 構造 屋根 外壁 専用面積 間取り ＥＶ 住戸区分 

H8 A 18戸 RC壁式 3階 ｱｽﾌｧﾙﾄｼﾝｸﾞﾙ葺 吹付けﾀｲﾙ 39.01㎡ 1DK あり 高齢者・障害者単身 

H8 B 12戸 RC壁式 3階 ｱｽﾌｧﾙﾄｼﾝｸﾞﾙ葺 吹付けﾀｲﾙ 53.12㎡ 2DK なし 高齢者 2人 

H8 C 9戸 RC壁式 3階 ｱｽﾌｧﾙﾄｼﾝｸﾞﾙ葺 吹付けﾀｲﾙ 60.28㎡ 3DK なし 高齢者、障害者、一般 

H8 D 12戸 RC壁式 3階 ｱｽﾌｧﾙﾄｼﾝｸﾞﾙ葺 吹付けﾀｲﾙ 62.84㎡ 3DK なし 高齢者、一般 

          

          

改
善
等
履
歴 

年月 部位 内容又は事業名 備考 

平成 24 年  月 設備 給湯器取替修繕工事 Ｂ棟、Ｃ棟、集会所 

 25 年  月 設備 給湯器取替改修工事 Ａ棟、Ｄ棟 

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    
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■ 団地別状況⑦ 

団 地 名 ベネッセレ湘南深沢 総 戸 数 ２２ 戸 

所 在 地 鎌倉市梶原７４番地 用 途 地 域 工業地域 

敷地面積 1108.41 ㎡ 建ぺい率（全体） 29.54 % 容積率（全体） 110.04 % 

団地配置図 

 

現況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



20 

団 地 名 ベネッセレ湘南深沢 

団
地
内
施
設 

集 会 施 設 なし 

公
益
設
備 

ガ  ス 都市ガス 

児 童 遊 園 なし 水  道 神奈川県水 

専 用 物 置 なし 下 水 道 公共下水道 

駐 輪 場 あり テ レ ビ ケーブル 

駐 車 場 なし   

敷
地
条
件 

法 

規 

制 

用途地域 工業地域 立 
 

地 
 

条 
 

件 

施     設 距 離 

建ぺい率 ６０ % 駅 ﾓﾉﾚｰﾙ湘南深沢 0.3 Km 

容積率 ２００ % 市 役 所 深沢行政センター 0.3 Km 

その他の地域･地区  教 育 施 設 深沢小学校 0.4 Km 

道路 
幅 員 6.2m   福 祉 施 設 介護老人保健施設かまくら 0.9 Km 

種 別 法 42条 1項 1号   医 療 施 設 湘南記念病院 0.5 Km 

敷地 
形 状 平坦地   生活利便施設 そうてつローゼン 0.7 Km 

高 低 差    そ の 他   Km 

■ 住棟別状況 

住
戸
・
住
棟
の
状
況 

建設年度 住棟名 戸数 構造 屋根 外壁 専用面積 間取り ＥＶ 住戸区分 

H9 － 22戸 
RC ﾗｰﾒﾝ 5

階 
ｱｽﾌｧﾙﾄｼﾝｸﾞﾙ噴 タイル張り 

39.69㎡ 1DK（9

戸） 
あり 

高齢者単身 

52.29㎡ 2DK(13

戸) 

高齢者・障害者 2人 

          

          

          

          

改
善
等
履
歴 

年月 部位 内容又は事業名 備考 

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    
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  年  月    

 

■ 団地別状況⑧ 

団 地 名 笛田ロイヤルハイツ 総 戸 数 １７ 戸 

所 在 地 笛田三丁目４０番３号 用 途 地 域 第１種低層 

敷地面積 1163.21 ㎡ 建ぺい率（全体） 39.56 % 容積率（全体） 65.54 % 

団地配置図 

 

現況写真 
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団 地 名 笛田ロイヤルハイツ 

団
地
内
施
設 

集 会 施 設 なし 

公
益
設
備 

ガ  ス 都市ガス 

児 童 遊 園 なし 水  道 神奈川県水 

専 用 物 置 なし 下 水 道 公共下水道 

駐 輪 場 あり テ レ ビ ケーブル 

駐 車 場 あり   

敷
地
条
件 

法 

規 

制 

用途地域 第 1種低層住居専用地域 立 
 

地 
 

条 
 

件 

施     設 距 離 

建ぺい率 ４０ % 駅 深沢バス停 1.5 Km 

容積率 ８０ % 市 役 所 深沢行政センター 1.6 Km 

その他の地域･地区 第 2種風致地区 教 育 施 設 深沢小学校 1.7 Km 

道路 
幅 員 5.7m   福 祉 施 設 障害児福祉ｾﾝﾀｰあおぞら園 0.1 Km 

種 別 法 42条 1項 2号   医 療 施 設 湘南記念病院 1.5 Km 

敷地 
形 状 平坦地 生活利便施設 そうてつローゼン 1.6 Km 

高 低 差  そ の 他   Km 

■ 住棟別状況 

住
戸
・
住
棟
の
状
況 

建設年度 住棟名 戸数 構造 屋根 外壁 専用面積 間取り ＥＶ 住戸区分 

H10 － 17戸 
RC壁式 2

階 
ｺﾛﾆｱﾙ葺 

磁器質タイ

ル張り 

37.5㎡ 2DK(9戸) 
なし 

高齢者単身 

50.30㎡ 2DK(8戸) 高齢者・障害者 2人 

          

          

          

          

改
善
等
履
歴 

年月 部位 内容又は事業名 備考 

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    
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■ 団地別状況⑨ 

団 地 名 深沢セントラルハイツ 総 戸 数 ２４ 戸 

所 在 地 笛田一丁目１番１１号 用 途 地 域 工業地域 

敷地面積 1067.11 ㎡ 建ぺい率（全体） 37.11 % 容積率（全体） 125.42 % 

団地配置図 

 

現況写真 

 

 

  



24 

団 地 名 深沢セントラルハイツ 

団
地
内
施
設 

集 会 施 設 なし 

公
益
設
備 

ガ  ス 都市ガス 

児 童 遊 園 なし 水  道 神奈川県水 

専 用 物 置 なし 下 水 道 公共下水道 

駐 輪 場 あり テ レ ビ 共聴アンテナ 

駐 車 場 なし   

敷
地
条
件 

法 

規 

制 

用途地域 工業地域 立 
 

地 
 

条 
 

件 

施     設 距 離 

建ぺい率 ６０ % 駅 ﾓﾉﾚｰﾙ湘南深沢 0.5 Km 

容積率 ２００ % 市 役 所 深沢行政センター 0.5 Km 

その他の地域･地区  教 育 施 設 深沢小学校 0.6 Km 

道路 
幅 員 15.98m   福 祉 施 設 介護老人保健施設かまくら 1.1 Km 

種 別 法 42条 1項 1号   医 療 施 設 湘南記念病院 0.2 Km 

敷地 
形 状 平坦地 生活利便施設 そうてつローゼン 0.3 Km 

高 低 差  そ の 他   Km 

■ 住棟別状況 

住
戸
・
住
棟
の
状
況 

建設年度 住棟名 戸数 構造 屋根 外壁 専用面積 間取り ＥＶ 住戸区分 

H11  24戸 
RC ﾗｰﾒﾝ 4

階 

ｱｽﾌｧﾙﾄ不燃

ｼﾝｸﾞﾙ葺 

磁器質 50

三丁掛ﾀｲﾙ 

38.41㎡ 1DK（16

戸） 
あり 

高齢者単身 

48.29㎡ 2DK(7戸) 高齢者 2人 

49.40㎡ 2DK(1戸) 障害者 2人 

          

          

          

改
善
等
履
歴 

年月 部位 内容又は事業名 備考 

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    
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■ 団地別状況⑩ 

団 地 名 レーベンスガルテン山崎 総 戸 数 ３２ 戸 

所 在 地 鎌倉市山崎１３９０番地 用 途 地 域 準工業地域 

敷地面積 1561.28 ㎡ 建ぺい率（全体） － % 容積率（全体） － % 

団地配置図 

 

現況写真 
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団 地 名 レーベンスガルテン山崎 

団
地
内
施
設 

集 会 施 設 あり 

公
益
設
備 

ガ  ス 都市ガス 

児 童 遊 園 あり 水  道 神奈川県水 

専 用 物 置 あり 下 水 道 公共下水道 

駐 輪 場 あり テ レ ビ ケーブル 

駐 車 場 なし   

敷
地
条
件 

法 

規 

制 

用途地域 準工業地域 立 
 

地 
 

条 
 

件 

施     設 距 離 

建ぺい率 ６０ % 駅 ﾓﾉﾚｰﾙ富士見町 0.5 Km 

容積率 ２００ % 市 役 所 大船行政センター 1.2 Km 

その他の地域･地区 ※一団地認定 教 育 施 設 山崎小学校 0.7 Km 

道路 
幅 員 8m   福 祉 施 設 介護老人保健施設かまくら 1.1 Km 

種 別 法 42条 1項 1号   医 療 施 設 鎌倉総合病院 0.1 Km 

敷地 
形 状 平坦地 生活利便施設 ルミネ大船店 1.6 Km 

高 低 差  そ の 他   Km 

■ 住棟別状況 

住
戸
・
住
棟
の
状
況 

建設年度 住棟名 戸数 構造 屋根 外壁 専用面積 間取り ＥＶ 住戸区分 

H14  32戸 
RC ﾗｰﾒﾝ 7

階 
不燃ｼﾝｸﾞﾙ葺 

ｺﾝｸﾘｰﾄ素地

の上複層仕

上塗材 E 

42.48㎡ 1DK (6戸) 

あり 

高齢者単身 
42.98㎡ 1D K(7戸) 

52.37㎡ 2DK(12戸) 
高齢者 2人 

52.76㎡ 2DK（6戸） 

54.16㎡ 2DK (1戸) 障害者 2人 

          

改
善
等
履
歴 

年月 部位 内容又は事業名 備考 

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    

  年  月    
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４ 長寿命化に関する基本方針 

本市の市営住宅のストックマネジメントは、以下の基本方針に基づいて推進するものとします。 

 （１） ストックの状態の把握及び日常的な維持管理の方針 

ア 管理する市営住宅の整備・管理データを住棟単位で整理する。 

イ 建築基準法第 12 条に基づく定期点検を中心に状況の把握に努めるとともに、予防保全的な

維持管理を実施する。 

ウ 市営住宅の住棟単位の修繕・工事履歴データを整備し、随時、履歴を確認できる仕組みを整

理する。 

 

 （２） 長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

ア 予防的な維持管理及び耐久性の向上等を図る改善を実施することによって、市営住宅の長

寿命化を図る。 

イ 仕様のアップグレード等による耐久性の向上、予防保全的な維持管理の実施による修繕周

期の延長によってライフサイクルコストの縮減を図る。 

ウ 周期的な修繕のほか定期的な点検を充実し、建物の老朽化や劣化による事故等を未然に防

ぐとともに、修繕や改善の効率的な実施を図る。 

 

 （３） 居住性の向上に関する方針 

ア 住戸内及び住宅団地内のバリアフリー化を図る。 

イ 市営住宅立地による居住環境への影響を考慮した改善を図る。 

ウ 多様化するニーズに対応できる改善を図る。 
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５ 計画の対象と事業手法の選定 

（１） 事業の対象 

本市が管理するすべての市営住宅を対象とする。ただし、民有の借上住宅については、所有者

との計画に基づく管理・修繕区分の範囲内のみ対象にするものとし、本市の管理外となることに

ついては、所有者に対して維持保全計画書の作成を促するものとします。 

 

（２） 将来ストック量の推計 

ア 公営住宅施策対象世帯 

将来的な社会情勢の変化に伴い、人口動向や世帯数などの市民構成の変動が想定されるこ

とから、現状の人口、世帯数、世帯収入を基準に、令和 22年（2040年）での人口、世帯数、

世帯収入を推計したうえで、特に必要性の高い公営住宅の需要を推計し、公営住宅施策対象 

世帯の世帯数、さらには特に必要性の高い

公営住宅の需要の高い自力では適正な居住

水準の住宅を確保することが困難な年収で

ある世帯（以下「著しい困窮年収未満の世帯」

という。）の世帯数や世帯人数を推計します。 

公営住宅施策対象世帯の世帯数は、既存ま

たは新規、改良あるいは民間の借り上げによ

る公営住宅および、高齢者等福祉関連支援施

設等も含む合計をその目標値とし、安定した

最低限の居住環境の確保のための住宅供給

の必要量と位置付けられており、ここでは、

「公営住宅等長寿命化計画策定指針」（平成

28年（2016年）8月改訂・国土交通省）に基

づき推計します。 

 

イ 推計手順 

今回の推計は令和 22年（2040年）までの

人口及び世帯動態の推移の推計をベースと

し、平成 27年（2015 年）から令和 22年（2040

年）まで 5 か年ごとにシミュレーションし、

令和 22年（2040年）時点での需要を推計し

ます。 

なお、令和 22年（2040年）における本市

の人口は、国立社会保障・人口問題研究所の

推計値（平成 25 年（2013 年）3 月）を用い

ます。 

  

公営住宅収入基準の設定

本来階層：下位25％（固定）
裁量階層：下位40％（標準）～50％（上限）

収入分位（五分位）階級への該当世帯の推計

※世帯人員別と公営住宅収入基準別のそれぞれの収入分位階
級（五分位）への該世帯数を推計

境界値からみた年間収入（五分位）階級への
変換率の推計

※「家計調査（家計収支編・総世帯・各年次年報）」におけ
る年間収入（五分位）階級の境界値の実績値より、収入階
級別に各年間収入（五分位）階級への変換率を推計

単身世帯の年齢別構成比の整理

※世帯主年齢別の世帯数の推計結果をもとに、単身世帯の
世帯主年齢別の構成比を計算

６歳未満の子どもがいる
子育て世帯の割合の推計

※国勢調査の鎌倉市における「世帯人員別の一般世帯数」
と「６歳未満の子どものいる世帯数」から、将来の「世
帯人員別６歳未満の子どものいる世帯」の割合を推計

収入階級・世帯人員・住宅所有関係別世帯数（推計）

公営住宅施策対象世帯の推計

Ⅰ-１
収入区分
25％以下
2人以上
世帯

Ⅰ-２
収入区分
25％以下
高齢者
単身世帯

Ⅱ-１
収入区分
25～40％
高齢者
単身世帯

Ⅱ-２
収入区分
25～40％
子育て
世帯

図表５－１ 公営住宅施策対象世帯推計手順 
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ウ 推計結果 

公営住宅施策対象世帯のうち著しい困窮年収未満世帯は、令和 22 年（2040 年）時点にお

いて 3,214世帯ですが、その半数以上が 1人世帯と推測されます。また、本推計では平成 27

年（2015年）から令和 22 年（2040年）までの 5年ごとに同様の推計を行っていますが、下

表に示すように、著しい困窮年収未満世帯は平成 27 年（2015 年）の 3,907 世帯から一貫し

た減少傾向にあるものの、その中でも単身世帯の割合が上昇することが予測される結果とな

っています。 

図表５－２ 「著しい困窮年収未満世帯」の世帯数の推移 

年度・区分 世帯数 
世帯人数 

1人 2人 3人 4人 5人以上 

2015年 
世帯数 3907  1627  1218  661  293  108  

構成比
（％） 100.0 41.6 31.2 16.9 7.5 2.8 

2020年 

世帯数 3787  1722  1138  579  256  93  

構成比
（％） 100.0 45.5 30.0 15.3 6.8 2.5 

2025年 
世帯数 3584  1776  1025  480  224  79  

構成比
（％） 100.0 49.5 28.6 13.4 6.3 2.2 

2030年 
世帯数 3555  1876  976  384  228  70  

構成比
（％） 100.0 52.8 27.5 10.8 6.4 2.5 

2035年 

世帯数 3427  1955  926  312  175  59  

構成比
（％） 100.0 57.0 27.0 9.1 5.1 1.7 

2040年 
世帯数 3214  1850  892  283  131  58  

構成比
（％） 100.0 57.6 27.7 8.8 4.1 1.8 

 

エ 市営住宅供給戸数 

公営住宅施策対象世帯のうち著しい困窮年収未満世帯への住宅供給については、神奈川県

住生活基本計画（平成 29年（2017年）3月策定）において、公営住宅による供給のほか、住

宅供給公社や都市再生機構が管理する賃貸住宅や地域優良賃貸住宅、高齢者向け優良賃貸住

宅、特定優良賃貸住宅、改良住宅などの公的賃貸住宅の供給、民間賃貸住宅を活用した住宅

セーフティネット機能の向上等により実施することとしています。 

本市においても第３次鎌倉市住宅マスタープランに基づき、民間賃貸住宅を活用した住宅

セーフティネット機能の向上を図るとともに、市営住宅の供給を行うこととしており、現在

供給している 630 戸の市営住宅の確保を継続していきます。 
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（３） 事業手法の選定 

ア 事業手法の視点 

事業手法の検討にあたっては、以下の４つの視点から行うものとします。 

・必要性 住棟の老朽化への対応や居住水準の改善及び需要への対応の要否 

・経済性 投資効果 

・効率性 高度利用の可能性、まちづくりとの連携、住棟・団地相互の連携による一体的整備

の可能性、他の公共賃貸住宅や社会福祉施設等の導入の可能性 

・容易性 周辺道路の整備状況や仮設住居の確保の可能性 

また、事業手法の選定は、地域需要への対応や、敷地形状等からみた高度利用の可能性等の団

地単位での社会特性による検討と、経過年数や安全性等の住棟単位での物理特性による検討の

２段階に分けて行います。 

 

イ 事業手法の選定手順 

【１次判定】（団地及び住棟単位の社会的特性による判定） 

団地及び住棟単位の１次判定として、維持管理、建替え、用途廃止の区分を判定します。 

・住棟の経過年数 

・住棟の位置する団地に対する需要 

・法規制及び位置条件等による高度利用の必要性と可能性 

・住棟の改善履歴の状況 

【２次判定】（住棟単位の物理特性による判定） 

１次判定の結果、継続判定とした住棟（維持管理、建替え、用途廃止の判定ができなかった

もの）を対象に、次の項目について技術的検討を行い、当該住棟の事業内容を検討します。 

・躯体の安全性 

・避難の安全性 

・居住性 

１次判定及び２次判定において維持管理とした住棟を対象に、次の項目をもとに長寿命化

型改善の必要性を検討し、適用候補を判定します。 

・耐久性、維持管理の容易性等の向上の必要性 

・予防保全的な改善の必要性 

・他の修繕、改善工事と合わせた効率性 

【３次判定】（団地単位の総合的検討） 

１次判定及び２次判定の結果を踏まえ、団地単位又は団地の一部を対象に次の項目につい

て総合的検討を行い、住棟別の活用手法の候補を絞り込みます。 

・団地単位又は地域単位での効率的な整備 

・まちづくりの観点から見た地域整備への貢献 

・周辺道路の整備状況、仮住居の確保等から見た事業の容易性 

・他の事業主との連携による一体的整備  
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１次判定（団地及び住棟単位の社会的特性による判定） 

 

 

 

 

 

 

２次判定（住棟単位の物理的特性による判定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３次判定（団地単位の総合的検討） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

 

 

経過年数 

（構造別） 

 

需要の 

状況 

高度利用の 

必要性 

可能性 

 

改善履歴の

状況 

維持管理 

建替え 

用途廃止 

継続判定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1 安全性の判定において問題あり、 

   かつ、改修の可能性ありと判定さ 

れた住棟 

 

※2 1次判定における維持管理の 

  うち改善予定を判定された住棟 

 

 ※3 1次判定における維持管理の 

    うち改善予定と判定されなかっ 

    た住棟 

 

 

 

 

 

建替え 

躯体の安全性

の判定 

避難の安全性

の判定 

居住性の 

判定 

改修の可能性

の判定 

改修の可能性

の判定 

個別改善よる対
応の可能性判定 

全面改善による
対応の可能性の

判定 

全面改善 
個別改善 
[居住性確保] 
[福祉対応型] 

[安全性確保型] 

維持管理 

長寿命化型改善

必要性の判定 

長寿命化型改善

必要性の判定 

修繕対応 個別改善 

居住性確保型 

福祉対応型   ＋ 長寿命化型 

安全性確保型 

居住性確保型 

福祉対応型 

安全性確保型 

長寿命化型 

   以上の判定経過及び結果を踏まえ、団地単位の総合的な検討を行う。 

・ 団地単位又は地域単位での効率的な整備のあり方を考慮して、住棟別の活用方針を検討 

・ まちづくりの観点から見た地域整備への貢献の必要性を考慮し、整備内容を検討 

・ 工事用アクセス道路の整備状況、仮住居確保の観点から、事業の容易性について検討 

・ 他の事業主体との連携の可能性を検討し、効率的な手法の適用を検討 

 
  
・適用の手法の方針                                         ・整備方針 

                                                        ・整備時期 

団地別住棟別活用計画 ⇒ 市営住宅長寿命化計画に反映 

 ・修繕対応  ・個別改善  ・全面的改善 
 ・建替え   ・用途廃止  ・事業主体の変更 

可能性無し 

可能性無し 

問題あり 

可能性あり 問題なし 

問題あり 

可能性あり 

可能性あり 

問題あり 可能性無し 可能性無し 

問題なし 

必要なし 

必要あり 

※１ 
※２ 

※３ 

必要あり 
必要なし 
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ウ 事業手法の選定 

老朽化が進む深沢住宅、笛田住宅、梶原住宅、梶原東住宅、岡本住宅の５団地 484戸につ

いては、建替えを行うこととします。一方、築年数が浅く、比較的良好な状態である諏訪ケ

谷ハイツ、ベネッセレ湘南深沢、笛田ロイヤルハイツ、深沢セントラルハイツ、レーベンス

ガルテン山崎の５団地 146戸については、維持管理を継続するものとします。 

 

図表５－３ 事業手法選定 

対象 戸数 

公営住宅管理戸数 630戸 

 ・維持管理予定戸数 146戸 

 

 
うち修繕対応戸数 0戸 

 うち改善予定戸数 0戸 

 ・建替予定戸数 484戸 

  ・うち建替着手戸数 484戸 

 ・用途廃止予定戸数 0戸 

 注１）建替予定戸数は、計画期間後に建替事業に着手する戸数も含む。 

 注２）改善予定戸数については、全面的改善・個別改善の合計とする。 
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６ 点検の実施方針 

（１） 取組方針 

・定期的に点検を実施し、建築物の保全に努める。 

・不具合が発生しそうな部位を修理し、良好な状態を維持する予防保全を推進する。 

・通常見回りにおいて、発覚した不具合については早期に改善する。 

・建築物の保全は、以下の目標に基づいて実施する。 

 目標１ 安全性の確保 

 目標２ 良好な執務等環境の維持 

 目標３ 景観や街なみの維持 

 目標４ ライフサイクルコストの低減 

 目標５ 環境負荷の低減 

（２） 実施方針 

・建築基準法等に定められている法定点検を実施する。 

・「公共建築物の自主点検マニュアル」に基づき、自主点検を実施する。 

 

７ 計画修繕の実施方針 

（１） 取組方針 

・標準修繕周期を踏まえて定期点検を行い、適切な時期に予防保全的な修繕を行うことで、居住

性・安全性等の維持・向上を図り、長期的に活用する。 

（２） 実施方針 

・定期点検の充実、標準周期を踏まえた経常修繕を実施する。 

・日常生活に支障を来たす不具合に対する緊急修繕の際、耐久性を考慮した修繕を実施する。 

・空き家修繕の際、団地ごとの実情に応じ、結露対策等を実施し耐久性の向上を図る。 

 

８ 改善事業の実施方針 

（１） 安全性確保型 

ア 取組方針 

・耐震診断により耐震性を確保する必要がある住棟について、早期の建替え等効果的な方法に

より安全性を確保する。 

・非常時に円滑な避難ができるよう避難設備や経路の整備・確保を行う。 

・防犯性や落下・転倒防止など生活事故防止に配慮した改善を行う。 

イ 実施方針 

・耐震改修が必要な住棟においては、耐震改修に合わせて機能向上を伴う改修を行なう場合と

建替えによる更新を行う場合とを検討し、費用対効果の高い方法による改善を進める。 

・既存不適格の避難設備等を現行法に適合するよう改善を図る。 

・定期点検を実施する。 

・防犯に配慮した建物部品を設置する。 

（２） 長寿命化型 

ア 取組方針 



34 

・計画修繕の周期に合わせ、長期的活用を図る住棟において、耐久性の向上や、維持管理の容

易性向上の観点から予防保全的な改善を行う。 

イ 実施方針 

・外壁、屋根、屋上防水、給排水配管等の耐久性向上を図る。 

（３） 福祉対応型 

ア 取組方針 

・高齢者が安全・安心して居住できるよう、住戸、共用部、屋外のバリアフリー化を進める。 

イ 実施方針 

・１階の住戸を中心に、住戸内部・共用部の段差解消及び手摺設置等、高齢者等に対応した住

宅への改修を進める。 

（４） 居住性向上型 

ア 取組方針 

・住戸規模・間取りの改善や住戸・住棟設備の機能向上を図り、居住性を向上させる。 

イ 実施方針 

・空き家修繕の際、社会情勢の変化等に応じ、間取りの改修や設備の向上を図る。 

 

９ 建替事業の実施方針 

（１） 取組方針 

・鎌倉市公共施設再編計画に基づき、老朽化している６団地については、集約化して建替えを実

施する。 

・第３次鎌倉市住宅マスタープランの基本理念である「多世代が豊かに暮らし、ともに育む緑と

歴史文化の都市 鎌倉」を本計画においても基本理念とし、次のとおり目標を設定する。 

目標１ ライフステージに応じた住生活の実現 

目標２ 住宅確保要配慮者の居住の安定確保 

目標３ 安全で質の高い住宅ストック形成 

目標４ 空き家の適切な管理と利活用の促進 災害に強い安全な住環境の確保 

目標５ 人と人とのつながりを育む住まい・住まい方の実現 

目標６ 災害等に備えた住まいづくりの推進 

目標７ 鎌倉らしい、環境にやさしく魅力ある住宅地の維持・向上 

目標８ エリアマネジメントの促進 

（２） 実施方針 

・老朽化が進む簡易耐火構造２階建住宅（深沢住宅第３〜第６、笛田住宅、梶原住宅第２）の建

替えを先行して進める。 

・ＰＦＩ事業等民間活力を活用した手法により建替え事業を進める。 

・現在供給している住戸数の確保を目標とする。ただし、社会情勢の変化等を考慮し、必要に応

じて見直すものとする。 
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10 長寿命化のための事業実施予定一覧 

（１） 計画修繕・改善事業に係る実施予定一覧     様式１ 

 

（２） 建替事業の実施予定一覧      様式２ 

 

（３） 共同施設部分に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等）  様式３ 

 

11 ライフサイクルコストとその縮減効果の算出 

（１） 建替事業と改善事業の比較の考え方 

「公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28年（2016年）8月）」では、改善事業を実施する場

合と建替事業を実施する場合のライフサイクルコスト（以下「LCC」という。）をそれぞれ算定・比

較し、そのコストを縮減できる事業手法を仮設定することとしています。 

ここでは、「公営住宅等長寿命化計画指針 Q＆A」（国土交通省・平成 30年（2018 年）1月）の「LCC

算定プログラム（基本版：平成 29年度版）」を用いて、建替事業の長寿命化事業（建替・改善）を

判断するための LCC算定を行います。 

図表 11-１ 建替事業と改善事業の LCCの比較方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・改善事業、建替事業ともに住宅の建設から除却までの期間における戸当たり・年当たりの LCC

を算出する。 

・改善事業は、建設から除却までの 70 年間に全面的改善を実施するものとしますが、集約対象

住宅の既存住棟は、すでに築 50 年を経過しており、早急な改善が必要な住宅棟もあるため、

本検討においては、平成 30年（2018年）に全面的改善を行うものと想定する。 

・建替事業は、平成 30年（2018年）に既存住宅と同数の住戸を持つ住宅棟を建設し、除却まで

70年間の期間に必要な長寿命化改善を実施する。 

長寿命化型 
改善 建替事業 

全面的改善 

修繕費 

改
善
費 

除
却
費 

建
設
費 

評価期間 70年 

現在価値化 

修繕費 

改
善
費 

除
却
費 

建
設
費 

改善事業 

評価期間 70年 

現在価値化 

現時点(H30年) 
建設当時 
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（２） 条件設定 

ア 試算対象とする住棟 

LCC試算の対象は、建替事業対象住宅のうち、深沢住宅、梶原住宅、梶原東住宅、岡本住宅

の４団地の中から、鉄筋コンクリート造でまとまった住戸規模を有する住棟各１棟を選定し

試算します。なお、植木住宅・笛田住宅は簡易耐火構造であり、早急な建替が必要であること

から、試算の対象としないこととします。 

図表 11-２ 試算対象の住宅棟 

住宅 棟 建設年度 戸数 

深沢住宅 第１-１ 昭和 54年 25 戸 

梶原住宅 第１ 昭和 42年 12 戸 

梶原東住宅 第２ 昭和 46年 24 戸 

岡本住宅 第３ 昭和 48年 24 戸 

イ 改善事業における改善項目・費用の設定 

改善事業の全面的改善では躯体や土木以外の工事を想定します。 

また、賃貸マンション等の建設では仕上げや電気・空調設備等の工事費が全体の 7 割を占

めていることから、全面的改善においては建設費の 70％を見込むものとします。 

建替事業の長寿命化型改善では、屋上防水、外壁塗装等、給水管の改善を実施するものと

します。戸当りの費用は、最近実施した工事の契約額を戸数で割り戻し、諸経費率を 30％と

想定して直接工事費を算出します。 

図表 11-３ 改善項目別の費用 

事業 改善項目 
戸あたり費用 

（円/戸） 
算定方法 

改善事業 全面的改善 10,437,000 建設費（推定再建築費）×0.7 

建替事業 
長寿命化
型改善 

屋上 

防水 
138,323 

平成 26年 市営梶原東住宅 

屋上防水改修工事における直接工事費 

外 壁 塗
装等 546,692 

平成 5年 市営岡本住宅 

外壁等改修工事における直接工事費 

給水管 349,131 
平成 20年 市営深沢住宅 

給水設備改修工事における直接工事費 
 

（３） ライフサイクルコストの比較 

対象の各住宅棟における改善事業、建替事業の LCCを 70年の評価期間で試算した結果、どの

住宅においても、建替事業の方が LCCを縮減できることが確認できます。 

図表 11-４ 各住宅棟における LCCの比較（円/戸・年） 

住宅 棟 
改善事業の LCC 

（円/戸・年) 

建替事業の LCC 

（円/戸・年) 

LCCの差（改善業－建
替） 

（円/戸・年) 

深沢住宅 第１-１ 340,962 

261.841 

79,121 

梶原住宅 第１ 269,484 7,643 

梶原東住宅 第２ 265,793 3,952 

岡本住宅 第３ 285,034 23,193 

 



様式１ 計画修繕・改善事業に係る事業予定一覧

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

深 沢 住 宅 1-1 30 RC造 S54 R3

深 沢 住 宅 1-2 30 RC造 S54 R3

深 沢 住 宅 2 12 RC造 S54 R3

深 沢 住 宅 3-Ⅰ 8 RC造 S35 R3  

深 沢 住 宅 3-Ⅱ 8 RC造 S35 R3  

深 沢 住 宅 3-Ⅲ 8 RC造 S35 R3  

深 沢 住 宅 4-Ⅰ 4 RC造 S36 R3  

深 沢 住 宅 4-Ⅱ 3 RC造 S36 R3  

深 沢 住 宅 4-Ⅲ 4 RC造 S36 R3  

深 沢 住 宅 4-Ⅳ 5 RC造 S36 R3  

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

　事業主体名：鎌倉市

備考団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

　住宅の区分：

次期定期
点検時期

LCC
縮減効果

修繕・改善事業の内容

様式1-1



様式１ 計画修繕・改善事業に係る事業予定一覧

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

深 沢 住 宅 4-Ⅴ 4 RC造 S36 R3

深 沢 住 宅 5-Ⅵ 6 RC造 S37 R3

深 沢 住 宅 5-Ⅶ 4 RC造 S37 R3

深 沢 住 宅 5-Ⅷ 4 RC造 S37 R3

深 沢 住 宅 6-Ⅸ 4 RC造 S38 R3  

深 沢 住 宅 6-Ⅹ 4 RC造 S38 R3  

深 沢 住 宅 6-XI 4 RC造 S38 R3  

深 沢 住 宅 6-XⅡ 6 RC造 S38 R3  

深 沢 住 宅 6-XⅢ 4 RC造 S38 R3  

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

備考
修繕・改善事業の内容

　事業主体名：鎌倉市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

次期定期
点検時期

LCC
縮減効果

様式1-2



様式１ 計画修繕・改善事業に係る事業予定一覧

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

笛 田 住 宅 1 4 RC造 S39 R3  

笛 田 住 宅 2 8 RC造 S39 R3  

笛 田 住 宅 3 4 RC造 S39 R3  

笛 田 住 宅 4 6 RC造 S39 R3  

笛 田 住 宅 5 6 RC造 S39 R3  

笛 田 住 宅 6 5 RC造 S39 R3  

笛 田 住 宅 7 5 RC造 S39 R3  

笛 田 住 宅 8 6 RC造 S39 R3  

笛 田 住 宅 9 4 RC造 S40 R3  

笛 田 住 宅 10 4 RC造 S40 R3  

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

備考
修繕・改善事業の内容

　事業主体名：鎌倉市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

次期定期
点検時期

LCC
縮減効果

様式1-3



様式１ 計画修繕・改善事業に係る事業予定一覧

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

笛 田 住 宅 11 4 RC造 S40 R3  

笛 田 住 宅 12 6 RC造 S40 R3  

笛 田 住 宅 13 8 RC造 S40 R3  

 

 

 

 

 

 

 

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

備考
修繕・改善事業の内容

　事業主体名：鎌倉市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

次期定期
点検時期

LCC
縮減効果

様式1-4



様式１ 計画修繕・改善事業に係る事業予定一覧

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

梶 原 住 宅 1 12 RC造 S42 R3

梶 原 住 宅 2 12 RC造 S42 R3

梶 原 住 宅 3 32 RC造 S43 R3

梶 原東 住宅 1 20 RC造 S45 R3

梶 原東 住宅 2 24 RC造 S47 R3

梶 原東 住宅 3 16 RC造 S50 R3

梶 原東 住宅 4 16 RC造 S50 R3

梶 原東 住宅 5 20 RC造 S52 R3

梶 原東 住宅 6 20 RC造 S52 R3

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

備考
修繕・改善事業の内容

　事業主体名：鎌倉市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

次期定期
点検時期

LCC
縮減効果

様式1-5



様式１ 計画修繕・改善事業に係る事業予定一覧

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

岡 本 住 宅 1 8 RC造 S46 R3

岡 本 住 宅 2 12 RC造 S46 R3

岡 本 住 宅 3 30 RC造 S48 R3

岡 本 住 宅 4 30 RC造 S48 R3

岡 本 住 宅 5 20 RC造 S48 R3

諏訪ケ谷ハイツ A 18 RC造 H8 R3

諏訪ケ谷ハイツ B 12 RC造 H8 R3

諏訪ケ谷ハイツ C 9 RC造 H8 R3

諏訪ケ谷ハイツ D 12 RC造 H8 R3

 

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

備考
修繕・改善事業の内容

　事業主体名：鎌倉市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

次期定期
点検時期

LCC
縮減効果

様式1-6



様式１ 計画修繕・改善事業に係る事業予定一覧

公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

ﾍ ﾞ ﾈ ｯ ｾ ﾚ
湘 南 深 沢

22 RC造 H9  
修繕区分に基づ
く修繕対応

笛田ﾛｲﾔﾙﾊｲﾂ 17 RC造 H10  
修繕区分に基づ
く修繕対応

深沢ｾﾝﾄﾗﾙﾊｲﾂ 24 RC造 H11  
修繕区分に基づ
く修繕対応

ﾚｰﾍﾞﾝｽｶﾞﾙﾃﾝ
山 崎

32 RC造 H12  
修繕区分に基づ
く修繕対応

 

 

 

 

 

 

注１）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注３）ＬＣＣ縮減効果欄は、長寿命化型改善事業、又は全面的改善事業を実施する住棟に関して記載する。

備考
修繕・改善事業の内容

　事業主体名：鎌倉市

　住宅の区分：

団地名
住棟
番号

戸数 構造
建設
年度

次期定期
点検時期

LCC
縮減効果

様式1-7



様式２　建替事業の実施予定一覧

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

深 沢 住 宅 1-1 30 RC造 S54 R4 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 1-2 30 RC造 S54 R4 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 2 30 RC造 S54 R4 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 3-Ⅰ 8 RC造 S35 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 3-Ⅱ 8 RC造 S35 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 3-Ⅲ 8 RC造 S35 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 4-Ⅰ 4 RC造 S36 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 4-Ⅱ 3 RC造 S36 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 4-Ⅲ 4 RC造 S36 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 4-Ⅳ 5 RC造 S36 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 4-Ⅴ 4 RC造 S36 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 5-Ⅵ 6 RC造 S37 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 5-Ⅶ 4 RC造 S37 R6 R8 移転建替え

注１）計画期間内に建替予定としているものを記載する。
注２）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注３）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注４）共同施設を建替える場合についても、上記様式に記載する（住棟番号、戸数を除く）。

　事業主体名：鎌倉市

団地名 住棟番号 戸数 構造
次期定期
点検時期

建替予定
年度

備考建設年度

様式2-8



様式２　建替事業の実施予定一覧

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

深 沢 住 宅 5-Ⅷ 4 RC造 S37 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 6-Ⅸ 4 RC造 S38 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 6-Ⅹ 4 RC造 S38 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 6-XI 4 RC造 S38 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 6-XⅡ 6 RC造 S38 R6 R8 移転建替え

深 沢 住 宅 6-XⅢ 4 RC造 S38 R6 R8 移転建替え

注１）計画期間内に建替予定としているものを記載する。
注２）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注３）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注４）共同施設を建替える場合についても、上記様式に記載する（住棟番号、戸数を除く）。

　事業主体名：鎌倉市

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
次期定期
点検時期

建替予定
年度

備考

様式2-9



様式２　建替事業の実施予定一覧

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

笛 田 住 宅 1 4 RC造 S39 ― R6

笛 田 住 宅 2 8 RC造 S39 ― R6

笛 田 住 宅 3 4 RC造 S39 ― R6

笛 田 住 宅 4 6 RC造 S39 ― R6

笛 田 住 宅 5 6 RC造 S39 ― R6

笛 田 住 宅 6 5 RC造 S39 ― R6

笛 田 住 宅 7 5 RC造 S39 ― R6

笛 田 住 宅 8 6 RC造 S39 ― R6

笛 田 住 宅 9 4 RC造 S40 ― R6

笛 田 住 宅 10 4 RC造 S40 ― R6

笛 田 住 宅 11 4 RC造 S40 ― R6

笛 田 住 宅 12 6 RC造 S40 ― R6

笛 田 住 宅 13 8 RC造 S40 ― R6

注１）計画期間内に建替予定としているものを記載する。
注２）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注３）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注４）共同施設を建替える場合についても、上記様式に記載する（住棟番号、戸数を除く）。

　事業主体名：鎌倉市

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
次期定期
点検時期

建替予定
年度

備考

様式2-10



様式２　建替事業の実施予定一覧

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

梶 原 住 宅 1 12 RC造 S42 R4 R8 移転建替え

梶 原 住 宅 2 12 RC造 S42 R4 R8 移転建替え

梶 原 住 宅 3 32 RC造 S42 R4 R8 移転建替え

梶 原 東 住 宅 1 20 RC造 S45 R4 R8 移転建替え

梶 原 東 住 宅 2 24 RC造 S47 R4 R8 移転建替え

梶 原 東 住 宅 3 16 RC造 S50 R4 R8 移転建替え

梶 原 東 住 宅 4 16 RC造 S50 R4 R8 移転建替え

梶 原 東 住 宅 5 20 RC造 S52 R4 R8 移転建替え

梶 原 東 住 宅 6 20 RC造 S52 R4 R8 移転建替え

注１）計画期間内に建替予定としているものを記載する。
注２）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注３）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注４）共同施設を建替える場合についても、上記様式に記載する（住棟番号、戸数を除く）。

　事業主体名：鎌倉市

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度
次期定期
点検時期

建替予定
年度

備考

様式2-11



様式２　建替事業の実施予定一覧

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

岡 本 住 宅 1 8 RC造 S46 R4 R9以降

岡 本 住 宅 2 12 RC造 S46 R4 R9以降

岡 本 住 宅 3 30 RC造 S48 R4 R9以降

岡 本 住 宅 4 30 RC造 S48 R4 R9以降

岡 本 住 宅 5 20 RC造 S48 R4 R9以降

注１）計画期間内に建替予定としているものを記載する。
注２）様式１は、Microsoft office Excel形式とする。
注３）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。
注４）共同施設を建替える場合についても、上記様式に記載する（住棟番号、戸数を除く）。

次期定期
点検時期

建替予定
年度

備考建設年度

　事業主体名：鎌倉市

団地名 住棟番号 戸数 構造

様式2-12



様式３ 共同施設部分に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等）

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共
賃貸住宅

地優賃
（公共供

給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

深沢住宅 集会所 S54 R3 移転建替え

深沢住宅 児童遊園 S35 R3 移転建替え

笛田住宅 集会所 S54 R3 移転建替え

梶原東住宅 集会所 S46 R3 移転建替え

梶原東住宅 児童遊園 S44 R3 移転建替え

岡本住宅 集会所 S45 R3 R9以降建替え

岡本住宅 児童遊園 S52 R3 R9以降建替え

諏訪ケ谷ﾊｲﾂ 集会所 H8 R3
定期点検による指摘箇
所の随意的修繕の実施

諏訪ケ谷ﾊｲﾂ 児童遊園 H8 R3
定期点検による指摘箇
所の随意的修繕の実施

注１）様式３は、Microsoft office Excel形式とする。
注２）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

　事業主体名：鎌倉市

団地名 共同施設名 建設年度
次期定期
点検時期

建替え（集約化）

建替え（集約化）

備考
修繕・改善事業の内容

建替え（集約化）

建替え（集約化）

建替え（集約化）

様式3-13



参1 

参１ 公営住宅施策対象世帯の推計 

（１） 公営住宅の需要の高い著しい困窮年収未満の世帯の考え方 

将来的な社会情勢の変化に伴い、人口動向や世帯数などの市民構成の変動が想定されるこ

とから、現状の人口、世帯数、世帯収入を基準に、令和 22年（2040年）での人口、世帯数、

世帯収入を推計したうえで、特に必要性の高い公営住宅の需要を推計し、公営住宅施策対象

世帯の世帯数、さらには特に必要性の高い公営住宅の需要の高い著しい困窮年収未満の世帯

の世帯数や世帯人数を推計します。 

公営住宅施策対象世帯の世帯数は、既存または新規、改良あるいは民間の借り上げによる

公営住宅および、高齢者等福祉関連支援施設等も含む合計をその目標値とし、安定した最低

限の居住環境の確保のための住宅供給の必要量と位置付けられており、ここでは、「公営住宅

等長寿命化計画策定指針」（平成 28 年（2016 年）8 月改訂・国土交通省）に基づき、推計し

ました。 

 

（２） 推計手順 

今回の推計は令和 22 年（2040 年）までの人口及び世帯動態の推移の推計をベースとし、

平成 27年（2015年）から令和 22年（2040年）まで 5か年ごとにシミュレーションし、令和

22年（2040年）時点での需要を推計しました。具体的に以下の手順となっています。 

ア 令和 22年（2040年）の本市の人口推計値 

令和 22年（2040年）における本市の人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計値

を用います。 

図表 人口推計（令和 22年（2040年）） 

（国立社会保障・人口問題研究所、平成 25年（2013年）3月推計） 

男女計 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

総数 174,314 174,050 170,947 166,336 160,867 154,974 148,992 

0～4歳 6,634 6,246 5,382 4,810 4,626 4,532 4,379 

5～9歳 7,121 7,051 6,509 5,616 5,025 4,830 4,726 

10～14歳 7,192 7,345 7,185 6,641 5,734 5,132 4,932 

15～19歳 6,746 7,297 7,403 7,237 6,689 5,777 5,169 

20～24歳 6,893 6,879 7,455 7,566 7,392 6,825 5,892 

25～29歳 7,883 6,850 6,922 7,505 7,621 7,448 6,873 

30～34歳 10,018 8,074 6,990 7,067 7,647 7,753 7,570 

35～39歳 13,798 10,529 8,385 7,276 7,335 7,905 7,992 

40～44歳 13,740 14,322 10,828 8,662 7,524 7,568 8,128 

50～54歳 9,718 12,002 13,863 14,388 10,924 8,771 7,629 

55～59歳 10,431 9,548 11,781 13,619 14,146 10,750 8,638 

60～64歳 14,001 10,219 9,331 11,513 13,319 13,856 10,545 

65～69歳 12,973 13,583 9,916 9,063 11,188 12,960 13,503 

70～74歳 11,305 12,345 12,974 9,487 8,684 10,731 12,452 

75～79歳 9,989 10,392 11,405 12,080 8,857 8,129 10,060 

80～84歳 7,264 8,555 8,972 9,947 10,668 7,856 7,244 

85～89歳 4,017 5,440 6,513 6,942 7,813 8,544 6,324 

90歳以上 2,577 3,439 4,689 5,967 6,896 7,976 9,270 

（再掲）0～14歳 20,947 20,642 19,076 17,067 15,385 14,494 14,037 

（再掲）15～64歳 105,243 99,654 97,402 95,783 91,376 76,653 68,436 

（再掲）65歳以上 48,124 53,754 54,469 53,486 54,106 56,196 58,853 

（再掲）75歳以上 23,847 27,826 31,579 34,936 34,234 32,505 32,898 
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イ 本市の世帯数の推計 

アで示した本市の人口推計値をもとに、令和 22年（2040年）における本市の収入階級別・

世帯人員別・住宅所有関係別世帯数の推計手順は、下図に示すとおりです。 

国勢調査による本市及び県の一般世帯数及び人口から将来の「世帯主率」を推計し、前出

の将来人口に世帯主率（推計値）を乗じて世帯数を推計します。 

さらに、住宅・土地統計調査における収入階級別・世帯人員別・住宅所有関係別世帯数か

ら算定した構成比実績値から将来値を推計し、世帯数推計値に乗ずることで、2040年の収入

階級別・世帯人員別・住宅所有関係別世帯数を推計します。 

図表 世帯数等の推計の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本市の人口推計結果（令和 22年（2040年）） 

市及び県の一般世帯数及び人口 

国勢調査（鎌倉市・神奈川県）における一般世帯数（世帯主年齢

５歳階級別）及び人口（年齢５歳階級別） 

市及び県の世帯主率の推計値 

「世帯主率（実績）」からより決定係数の高い近似式にて世帯主

率の相対的格差を推計 

市の世帯主率の推計値 

「世帯主の男女年齢別階級別・家族類型別世帯主率」（日本世帯

数の将来推計（都道府県別推計・国立社会保障・人口問題研究所）

と、上記の本市及び神奈川県の世帯主率の推計値より、決定係数

の高い近似式で令和 22年（2040年）の世帯主率を推計 

本市の世帯数の推計（世帯主の男女・年齢５歳階級別・家族類型） 

本市の人口推計結果に市の世帯主率の推計値を乗じて世帯数を推計 

本市の主世帯総数に占める収入階級別・世帯人員別・住宅所有関

係別世帯数の構成比 

住宅・土地統計調査（2003年、2008年、2013年）における本市

の収入階級、世帯人員・住宅所有関係別世帯数から、主世帯総数

に占める各収入階級。世帯人員・住宅所有関係別世帯数の構成費

を算定 

 

将来の主世帯総数に占める収入階級別・世帯人員別・住宅所有関

係別世帯数構成比の推計 

本市の主世帯総数に占める収入階級別・世帯人員別・住宅所有関

係別世帯数の構成比をもとに、将来値を近似式で推計 

収入階級別・世帯人員別・住宅所有関係別世帯数の推計 

世帯数の推計と将来の主世帯総数に占める収入階級別・世帯人員別・住宅所有関係別世帯数構

成比の推計の結果を乗じて、収入階級・世帯人員・住宅所有関係別世帯数を推計 
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図表 世帯数の推計結果（令和 22年（2040年）） 

世帯主 

の年齢 
合計 単独世帯 

夫婦のみの
世帯 

夫婦と 

子から成る
世帯 

ひとり親と 

子から成る
世帯 

その他の 

一般世帯 

総数 74,934 28,151 17,086 16,660 8,788 4,249 

20歳未満 417 406 1 1 4 5 

20～24歳 1,820 1,612 43 73 33 60 

25～29歳 2,729 1,728 346 451 126 78 

30～34歳 3,314 1,329 524 1,151 233 76 

35～39歳 3,868 1,210 481 1,681 374 121 

40～44歳 4,262 1,212 452 1,848 557 193 

45～49歳 4,388 1,252 475 1,806 627 228 

50～54歳 4,592 1,426 581 1,675 690 220 

55～59歳 5,572 1,817 972 1,530 978 275 

60～64歳 6,562 2,266 1,608 1,421 913 353 

65～69歳 7,886 2,800 2,452 1,393 786 455 

70～74歳 7,378 2,598 2,509 1,157 633 481 

75～79歳 7,397 2,529 2,582 1,121 634 531 

80～84歳 4,474 1,627 1,487 582 438 339 

85歳以上 10,275 4,338 2,574 769 1,762 832 
 

図表 収入階級別・世帯人員別・住宅所有関係別世帯数の推計結果（令和 22 年（2040 年）） 

 世帯人員 合計 

世帯の年間収入階級（単位：万円） 

300未満 300以上
500未満 

500以上
700未満 

700以上
1000未満 

1000以上
1500未満 

1500以上 

総
数 

合計 74,934 20,034 20,010 14,145 12,473 6,958 1,314 

１人 21,032 11,138 5,029 2,367 1,264 1,214 20 

２人 27,343 6,448 9,280 4,697 3,868 2,123 927 

３人 16,214 2,001 4,375 3,921 3,849 1,834 234 

４人 8,296 124 1,020 2,669 2,961 1,437 85 

５人 1,506 294 165 405 306 336 0 

６人 391 16 80 38 196 13 49 

7人以上 151 13 62 47 29 0 0 

持
家 

合計 57,559 13,045 15,793 11,195 10,610 5,779 1,137 

１人 10,267 5,725 2,253 1,065 616 607 0 

２人 24,182 5,200 8,955 3,721 3,322 2,056 927 

３人 13,525 1,705 3,757 3,326 3,210 1,390 138 

４人 7,683 100 598 2,610 2,961 1,390 24 

５人 1,456 294 138 405 283 336 0 

６人 307 8 29 33 188 0 49 

7人以上 138 13 62 34 29 0 0 

借
家 

合計 17,375 6,989 4,217 2,950 1,863 1,179 177 

１人 10,765 5,413 2,776 1,302 648 607 20 

２人 3,161 1,248 325 975 545 67 0 

３人 2,689 296 618 595 639 444 96 

４人 614 24 421 59 0 47 61 

５人 50 0 26 0 24 0 0 

６人 84 8 51 5 7 13 0 

7人以上 13 0 0 13 0 0 0 

※この結果、公営住宅施策対象世帯の推計は、借家世帯（太枠内）を対象に作業を行います  
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ウ 世帯数の推計結果から公営住宅施策対象世帯の推計 

イで示した令和 22 年（2040 年）における本市の借家世帯（17,375 世帯）の収入階級別・

世帯人員別世帯数をもとにした公営住宅施策対象世帯の推計手順は、下図に示すとおりです。 

「家計調査（家計収支編・総世帯・各年次年報）」における年間収入階級（五分位）境界値

の実績値より将来値を推計し、これより、②の住宅・土地統計調査における収入階級から年

間収入階級（五分位）への変換率を推計します。 

さらに、公営住宅収入基準を設定し、世帯人員別及び公営住宅収入基準別に収入分位※階級

（五分位）への該当率を推計し、公営住宅施策対象世帯数を推計します。 

図表 公営住宅施策対象世帯の推計手順と対象世帯の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 年間収入（五分位）階級への変換比率の推計 

年間収入（五分位）階級 

 

住宅・土地統計調査」における収入階級（単位：万円） 

300未満 300以上
500未満 

500以上
700未満 

700以上
1000未満 

1000以上
1500未満 

1500以上 

Ⅰ 178未満 59% 0% 0% 0% 0% 0% 

Ⅱ 178以上 261未満 28% 0% 0% 0% 0% 0% 

Ⅲ 261以上 351未満 13% 25% 0% 0% 0% 0% 

Ⅳ 351以上 533未満 0% 75% 17% 0% 0% 0% 

Ⅴ 533以上 0% 0% 83% 100% 100% 100% 

※ 収入分位とは、全世帯を収入の低
い順に並べたとき、各世帯の収入
順位が下から何％に位置してい
るかを示す数値を言います。 

収入分位 1人 2人 3人 4人 5人 6人以上

100%

95%

90%

85%

80%

75%

70%

65%

60%

55%

50%

45%

40%
35%

30%

25%
20%

15%

10%

5%

世帯人員

［Ⅰ-2］ 収入区分25％以下の高齢単身世帯（60歳以上）

［Ⅱ-3］ 収入区分25～40％の子育て世帯

［Ⅰ-1］ 収入区分25%以下の2人以上世帯

［Ⅱ-1］ 収入区分25～40％の高齢単身（60歳以上）

［Ⅱ-2］ 収入区分25～40％の高齢（60歳以上）夫婦のみ

収入階級別・世帯人員別・住宅所有関係別世帯数の推計 

 

境界値からみた年間収入(５分位)階級への変換率推計 

家計調査（総世帯・各年次年報、家計収支編）における年間

収入(５分位)階級の境界値の実績値より、収入階級別に各年

間収入(５分位)階級への変換率を推計 

収入分位(５分位)階級への該当世帯の推計 

世帯人員別と公営住宅収入基準別の収入分位階級(５分位)へ

の該当世帯を推計 

公住宅収入基準の設定 

一般階層：下位 25％（固定） 

裁量階層：下位 40％（標準） 

単身世帯の年齢別構成比の推計 

世帯主年齢別の世帯数推計をもとに、単身世

帯の単身世帯の年齢別構成比を推計 

６歳未満の子どもがいる子育て世帯の割合の

推計 

（国勢調査）世帯人員別一般世帯数と６歳未

満の子どもがいる世帯数から、将来の６歳未

満の子どもがいる子育て世帯の割合を推計 

公営住宅施策対象世帯の推計 

 Ⅰ-１ 

収入区分 

25％以下 

２人以上 

世帯 

Ⅰ-２ 

収入区分 

25％以下 

高齢者 

単身世帯 

Ⅱ-１ 

収入区分 

25～40％ 

高齢者 

単身世帯 

Ⅱ-２ 

収入区分 

25～40％ 

子育て 

世帯 
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図表 年間収入（五分位）階級別の世帯数の推計 

世帯人員 

年間収入（五分位）階級（万円） 
第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 計 
178未満 178以上

261未満 
261以上
351未満 

351以上
533未満 

533以上 

1人世帯 3,217 1,497 1,405 2,287 2,360 10,765 

2人世帯 742 345 244 404 1,426 3,161 

3人世帯 176 82 195 560 1,676 2,689 

4人世帯 14 7 110 324 158 614 

5人世帯 0 0 7 20 24 50 

6人以上世帯 5 2 14 41 35 97 

合計 4,153 1,932 1,975 3,635 5,678 17,375 

図表 公営住宅の施策対象世帯数の推計結果 

収入分位 世帯人員 

年間収入（五分位）階級（万円） 
第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 
178未満 178以上

261未満 
261以上
351未満 

351以上
533未満 

533以上 

25％以下 

2人以上
世帯 

２人 742 345 244 1 0 

3人 176 82 195 150 0 

4人 14 7 110 171 0 

5人 0 0 7 15 0 

6人以上 5 2 14 41 0 

高齢者単
身 

1人世帯 3,217 1,497 1,405 2,287 2,360 

うち高齢
者 

1,846 859 320 0 0 

25～40％ 

高齢者夫
婦 

2人世帯 0 0 0 189 0 

うち高齢
者 

0 0 0 146 0 

子育て世
帯 

２人 0 0 0 1 0 

3人 0 0 0 52 0 

4人 0 0 0 42 0 

5人 0 0 0 2 0 

6人以上 0 0 0 0 3 

図表 世帯人員別の公営住宅の施策対象世帯数の推計結果 

住宅の 

所有関係 
世帯人員 

年間収入（五分位）階級（万円） 

合計 
第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 
178未満 178以上

261未満 
261以上
351未満 

351以上
533未満 

533以上 

借家 

1人世帯 1,846 859 806 273 0 3,785 

2人世帯 742 345 244 148 0 1,478 

3人世帯 176 82 195 201 0 655 

4人世帯 14 7 110 213 0 344 

5人世帯 0 0 7 17 0 24 

6人以上世帯 5 2 14 41 3 65 

合計 2,783 1,295 1,377 893 3 6,350 

 

この結果、令和 22年（2040年）時点における公営住宅施策対象世帯は、6,350世帯ですが、

その半数以上（3,785世帯）が 1人世帯と推測されます。 
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（３） 「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 

公営住宅の施策対象世帯のうち、居住室面積に居住特に公営住宅の需要度が高い「著しい

困窮年収未満の世帯数」を推計します。 

著しい困窮年収未満の世帯とは、最低居住面積水準に居住するための家賃が家賃負担限度

率を超える世帯として以下のように推計します。 

図表 「著しい困窮年収未満の世帯」の推計手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア １㎡あたりの家賃の推計 

「住宅・土地統計調査」（1998 年、2003 年、2008 年、2013 年）における鎌倉市の民営住

宅の㎡当たりの平均家賃単価の趨勢より、令和 22年（2040年）までの標準家賃単価を下表

のように推計します。 

図表 １㎡当たり家賃の推計値 

年度 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 

平均家賃単価 

（円/㎡） 
1,221 1,217 1,221 1,221 1,221 1,221 

 

  

１㎡あたりの家賃の推計 

住宅・土地統計調査から市の民営借家の１畳あたりの家賃平均

をもとに、将来の１㎡あたりの家賃を推計 

 

家賃負担限度率の範囲で最低居住面積水準の居住室面積に居

住するための必要年収の推計 

１㎡あたりの家賃の推計、家賃負担限度率を踏まえ、地域別家

賃負担限度率の範囲で最低居住面積水準の居住室面積に居住

するための必要年収を推計 

家賃負担限度率の設定 

収入分位、世帯人員別の家賃負担限度率の全国標準

値を地域別家賃負担限度率に設定 

必要年収未満の著しい困窮年収未満の世帯の割合を推計 

収入分位・世帯人員別に、将来の必要年収未満の割合を推計 

公営住宅施策対象世帯の推計 

 Ⅰ-１ 

収入区分 

25％以下 

２人以上 

世帯 

Ⅰ-２ 

収入区分 

25％以下 

高齢者 

単身世帯 

Ⅱ-１ 

収入区分 

25～40％ 

高齢者 

単身世帯 

Ⅱ-２ 

収入区分 

25～40％ 

子育て 

世帯 

著しい困窮年収未満の世帯の推計 

公営住宅施策対象世帯に著しい困窮年収未満の世帯の割合を

乗じて推計 

収入分位・世帯人員別に、将来の必要年収未満の割合を推計 
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イ 家賃負担限度率の設定 

住宅宅地審議会・住宅部会・基本問題小委員提出資料（国土交通省・平成７年４月）よ

り、収入のうち家賃に充てられる割合の限度（全国標準値）を収入分位・世帯人員別に設

定します。 

図表 家賃負担限度率 

世帯人員 

年間収入（五分位）階級（万円） 
第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 
178未満 178以上

261未満 
261以上
351未満 

351以上
533未満 

533以上 

1人世帯 19.0% 20.5% 21.0% 21.0% 21.0% 

2人世帯 18.5% 20.5% 21.0% 21.0% 21.0% 

3人世帯 16.5% 19.5% 21.5% 22.0% 22.0% 

4人世帯 15.0% 18.0% 20.5% 21.0% 21.0% 

5人世帯 28.0% 36.0% 41.0% 42.0% 42.0% 

 

ウ 家賃負担限度率の範囲で最低居住面積水準の居住室面積に居住するための必要年収の推計 

（ア） 最低居住面積水準の設定 

住生活基本計画（全国計画:平成 28 年（2016 年）3 月 18 日）より、健康で文化的な住

生活を営む基礎として必要不可欠とされている「最低居住面積」を世帯人数に応じ設定し

ます。 

図表 最低居住面積水準（住戸専用面積・壁芯） 

世帯人員 1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人世帯 

延床面積（㎡） 25.0 30.0 40.0 50.0 57.0 

※単身者：25 ㎡、 ２人以上の世帯：10 ㎡×世帯人数＋10 ㎡ 
※世帯人数が 5人以上の場合は上記の面積から５%を控除。また本設定では世帯

人員の年齢は 10歳以上とする。） 
 

（イ） 必要年収の推計  

必要年数は次式により算定します。 
  

１㎡あたりの家賃 × 2.最低居住面積水準 
必要年収＝                          ×12か月 

負担限度率  

 

以上より、家賃負担限度率の範囲で最低居住面積水準の居住室面積に居住するために必

要な年収を、世帯人員別・収入分位別に推計すると、以下のとおりです。 

図表 世帯人員、収入分位別必要年収の推計（単位:千円） 

世帯人員 

年間収入（五分位）階級（万円） 
第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 
178未満 178以上

261未満 
261以上
351未満 

351以上
533未満 

533以上 

1人 193 179 174 174 174 

2人 238 214 209 209 209 

3人 355 301 273 266 266 

4人 488 407 357 349 349 

5人 1,298 1,009 886 865 865 
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エ 必要年収未満の「著しい困窮年収未満の世帯」の割合の推計 

各分位で必要年収水準に満たない世帯の割合は以下になります。 

図表 収入分位別の必要年収未満の世帯数割合（単位:千円） 

世帯人員 

年間収入（五分位）階級（万円） 
第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 
178未満 178以上

261未満 
261以上
351未満 

351以上
533未満 

533以上 

1人 100.0% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 

2人 100.0% 43.6% 0.0% 0.0% 0.0% 

3人 100.0% 100.0% 12.7% 0.0% 0.0% 

4人 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 

5人 100.0% 100.0% 100.0% 25.7% 0.0% 

※太字は、公営住宅施策対象世帯に含まれる範囲 

オ 「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計 

公営住宅施策対象世帯として推計された「高齢単身」、「高齢夫婦のみ」、「子育て世帯」

に、表５の割合を乗じて各年の「著しい困窮年収未満の世帯数」（＝家賃負担限度額が最低

居住面積水準の居住に必要な家賃を下回る世帯数）を算定します。 

図表 「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計結果 

収入分位 世帯人員 

年間収入（五分位）階級（万円） 
第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 
178未満 178以上

261未満 
261以上
351未満 

351以上
533未満 

533以上 

25％以下 

2人以上 

２人 742 345 244 1 0 

3人 176 82 195 150 0 

4人 14 7 110 171 0 

5人 0 0 7 15 0 

6人以上 5 2 14 41 0 

高齢者単身 
1人世帯 3,217 1,497 1,405 2,287 2,360 

うち高齢者 1,846 859 320 0 0 

25～40％ 

高齢者夫婦 
２人世帯 0 0 0 189 0 

うち高齢者 0 0 0 146 0 

子育て世帯 

２人 0 0 0 1 0 

3人 0 0 0 52 0 

4人 0 0 0 42 0 

5人 0 0 0 2 0 

6人以上 0 0 0 0 3 

図表 世帯人員別の「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計結果 

住宅の 

所有関係 
世帯人員 

年間収入（五分位）階級（万円） 

合計 
第Ⅰ分位 第Ⅱ分位 第Ⅲ分位 第Ⅳ分位 第Ⅴ分位 
178未満 178以上

261未満 
261以上
351未満 

351以上
533未満 

533以上 

借家 

1人世帯 1,846 859 806 273 0 3,785 

2人世帯 742 345 244 148 0 1,478 

3人世帯 176 82 195 201 0 655 

4人世帯 14 7 110 213 0 344 

5人世帯 0 0 7 17 0 24 

6人以上
世帯 

5 2 14 41 3 65 

合計 2,783 1,295 1,377 893 3 6,350 
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この結果、公営住宅施策対象世帯のうち「著しい困窮年収世帯」は、2040年時点におい

て 3,214世帯ですが、その半数以上が 1人世帯と推測されます。 

また、本推計では平成 27年（2015年）から令和 22年（2040年）までの 5年ごとに同様

の推計を行っていますが、下表に示すように、著しい困窮年収未満世帯は 2015年の 3,907

世帯から一貫した減少傾向にあるものの、その中でも単身世帯の割合が上昇することが予

測される結果となっています。 

図表 「著しい困窮年収未満世帯」の世帯数の推移 

 

年度・区分 世帯数 
世帯人数 

1人 2人 3人 4人 5人以上 

2015年 
世帯数 3907  1627  1218  661  293  108  

構成比（％） 100.0 41.6 31.2 16.9 7.5 2.8 

2020年 
世帯数 3787  1722  1138  579  256  93  

構成比（％） 100.0 45.5 30.0 15.3 6.8 2.5 

2025年 
世帯数 3584  1776  1025  480  224  79  

構成比（％） 100.0 49.5 28.6 13.4 6.3 2.2 

2030年 
世帯数 3555  1876  976  384  228  70  

構成比（％） 100.0 52.8 27.5 10.8 6.4 2.5 

2035年 
世帯数 3427  1955  926  312  175  59  

構成比（％） 100.0 57.0 27.0 9.1 5.1 1.7 

2040年 
世帯数 3214  1850  892  283  131  58  

構成比（％） 100.0 57.6 27.7 8.8 4.1 1.8 
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参２ 市営住宅の建替と長寿命化の LCCの比較 

「公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 28年（2016年）8月）」では、改善事業を実施す

る場合と建替事業を実施する場合のライフサイクルコスト（以下、LCC）をそれぞれ算定・比

較し、LCCを縮減できる事業手法を仮設定することとしています。 

ここでは、平成 30年（2018年）1月 24日の国土交通省住宅局総合整備課事務連絡「公営住

宅等長寿命化計画指針 Q＆A」（以下、長寿命化指針 Q＆A）の「LCC算定プログラム（基本版：

平成 29 年度版）」を用いて、集約対象住宅の長寿命化事業（建替・改善）を判断するための

LCC算定を行います。 

 

（１） 比較の考え方 

上記「長寿命化指針 Q＆A」の「別添 05 ライフサイクルコスト（LCC）算定プログラム」

を参考に、本検討における LCCの比較の考え方を以下に示します。 

図表 建替事業と改善事業の LCCの比較方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・改善事業、建替事業ともに住宅の建設から除却までの期間における戸当たり・年当たり

の LCCを算出します。 

・改善事業は、建設から除却までの 70年間に全面的改善を実施するものとしますが、集約

対象住宅の既存住棟は、すでに築 50年を経過しており、早急な改善が必要な住宅棟もあ

るため、本検討においては、平成 30 年（2018 年）に全面的改善を行うものと想定しま

す。 

・建替事業は、平成 30 年（2018 年）に既存住宅と同数の住戸を持つ住宅棟を建設し、除

却まで 70年間の期間に必要な長寿命化改善を実施するものとします。 

 

  

長寿命化型 
改善 建替事業 

全面的改善 

修繕費 

改
善
費 

除
却
費 

建
設
費 

評価期間 70年 

現在価値化 

修繕費 

改
善
費 

除
却
費 

建
設
費 

改善事業 

評価期間 70年 

現在価値化 

現時点(H30年) 
建設当時 
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（２） 条件設定 

ア 試算対象とする住棟 

LCC試算の対象は、集約対象住宅のうち、深沢住宅、梶原住宅、梶原東住宅、岡本住宅

の４団地の中から、鉄筋コンクリート造でまとまった住戸規模を有する住棟各１棟を選定

し試算します。 

なお、植木住宅・笛田住宅は簡易耐火構造であり、早急な建替が必要であることから、

試算の対象としないこととします。 

図表 対象の住宅棟 

住宅 棟 建設年度 戸数 

深沢住宅 1-1号 昭和 54年 25戸 

梶原住宅 1号 昭和 42年 12戸 

梶原東住宅 2号 昭和 46年 24戸 

岡本住宅 第 3 昭和 48年 24戸 

 

イ 改善事業における改善項目・費用の設定 

改善事業の全面的改善では躯体や土木以外の工事を想定します。 

また、賃貸マンション等の建設では仕上げや電気・空調設備等の工事費が全体の 7割を

占めていることから、全面的改善においては建設費の 70％を見込むものとします。 

建替事業の長寿命化型改善では、屋上防水、外壁塗装等、給水管・給油管の改善を実施

するものとします。戸当りの費用は、最近実施した工事の契約額を戸数で割り戻し、諸経

費率を 30％と想定して直接工事費を算出します。 

図表 改善項目別の費用 

事業 改善項目 戸あたり費用 

（円/戸） 

算定方法 

改善事業 全面的改善 10,437,000 建設費（推定再建築費）×0.7 

建替事業 
長寿命化型
改善 

屋上 

防水 
138,323 

平成 26年 市営梶原東住宅 

屋上防水改修工事における直接工事費 

外壁塗装
等 

546,692 
平成 5年 市営岡本住宅 

外壁等改修工事における直接工事費 

給水管 

給湯管 
349,131 

平成 20年度 市営深沢住宅 

給水設備改修工事における直接工事費 
 

（３） 改善事業、建替事業における LCCの比較 

各住宅棟における改善事業、建替事業の LCCを 70年の評価期間で試算した結果は以下のと

おりです。どの住宅棟においても、建替事業の方が LCCを縮減できることが確認できます。 

各住宅棟における LCCの比較（円/戸・年） 

住宅 棟 
改善事業の LCC 

（円/戸・年) 

建替事業の LCC 

（円/戸・年) 

LCCの差（改善業－建替） 

（円/戸・年) 

深沢住宅 1-1号 340,962 

261.841 

79,121 

梶原住宅 1号 269,484 7,643 

梶原東住宅 2号 265,793 3,952 

岡本住宅 第 3 285,034 23,193 
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（４） 各住宅棟の LCC試算結果 

ア 改善事業【 深沢住宅 】 

 

 

 

  

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H30
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟

経過年数

■改善項目
項目
全面的改善 10,437,000 円/戸 39 年
屋上防水
床防水
外壁塗装等
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 10,437,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善 39 年
屋上防水 39 年
床防水 39 年
外壁塗装等 39 年
鉄部塗装等 39 年
建具（玄関ドア、MB扉） 39 年
建具（アルミサッシ） 39 年
バルコニー手摺 39 年
金物類 39 年
給水管、給湯管 39 年
貯水槽 39 年
給水ポンプ 39 年
排水設備 39 年
ガス設備 39 年
給湯器 39 年
共用灯 39 年
電力幹線・盤類 39 年
避雷設備 39 年
電話設備 39 年
テレビ共聴設備 39 年
連結送水管 39 年
自火報設備 39 年
ＥＶ保守 39 年
ＥＶ更新 39 年
流し台 39 年
浴室ﾕﾆｯﾄ 39 年
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 39 年
24h換気 39 年
経常修繕 39 年

計

除却費 1,000,000 円/戸

1
1
1
1
1
29 －

1

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

1

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

深沢住宅
1-1号
25

中耐階段室型
S54
S50

S50中耐階段室型

39

費用 改善実施時点の経過年数

－
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■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 50 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 4,295,039 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

254,369 円

② 修繕費Ａ 4,549,408 円

③ 建設費（推定再建築費） 6,054,920 円

④-1 除却費 1,000,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.822

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 821,927 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 228,525 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 70 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

1,009,436 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

2,219,128 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1-⑦-2） 3,085,347 円

⑧-1 長寿命化型改善費 10,437,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 10,437,000 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 6,054,920 円

⑩-1 除却費 1,000,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.375

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 375,117 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 285,034 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） -56,509 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） -1,356,215 円／棟・年

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価
値化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

備考

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（Ｌ
ＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管
理期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
費及び長寿命化計画の計画期間以後に想定
される長寿命化型改善事業費の総額、当該改
善を複数回行う場合はそれらの合計費用

②-1と②-2の合計

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用
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イ 改善事業【 梶原住宅 】 

 

 

  

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H30
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟

経過年数

■改善項目
項目
全面的改善 10,437,000 円/戸 51 年
屋上防水
床防水
外壁塗装等
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 10,437,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善 51 年
屋上防水 51 年
床防水 51 年
外壁塗装等 51 年
鉄部塗装等 51 年
建具（玄関ドア、MB扉） 51 年
建具（アルミサッシ） 51 年
バルコニー手摺 51 年
金物類 51 年
給水管、給湯管 51 年
貯水槽 51 年
給水ポンプ 51 年
排水設備 51 年
ガス設備 51 年
給湯器 51 年
共用灯 51 年
電力幹線・盤類 51 年
避雷設備 51 年
電話設備 51 年
テレビ共聴設備 51 年
連結送水管 51 年
自火報設備 51 年
ＥＶ保守 51 年
ＥＶ更新 51 年
流し台 51 年
浴室ﾕﾆｯﾄ 51 年
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 51 年
24h換気 51 年
経常修繕 51 年

計

除却費 1,000,000 円/戸

1
1
1
1
1
29 －

1

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

1

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

梶原住宅
1号
12

中耐階段室型
S42
S40

S40中耐階段室型

51

費用 改善実施時点の経過年数

－
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■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 52 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 4,828,371 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

23,026 円

② 修繕費Ａ 4,851,397 円

③ 建設費（推定再建築費） 4,381,220 円

④-1 除却費 1,000,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.962

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 961,538 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 196,041 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 70 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

1,008,180 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

2,265,529 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1-⑦-2） 3,571,022 円

⑧-1 長寿命化型改善費 10,437,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 10,437,000 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 4,381,220 円

⑩-1 除却費 1,000,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.475

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 474,642 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 269,484 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） -73,443 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） -881,311 円／棟・年

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価
値化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

備考

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（Ｌ
ＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管
理期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
費及び長寿命化計画の計画期間以後に想定
される長寿命化型改善事業費の総額、当該改
善を複数回行う場合はそれらの合計費用

②-1と②-2の合計

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用
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ウ 改善事業【 梶原東住宅 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H30
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟

経過年数

■改善項目
項目
全面的改善 10,437,000 円/戸 47 年
屋上防水
床防水
外壁塗装等
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 10,437,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善 47 年
屋上防水 47 年
床防水 47 年
外壁塗装等 47 年
鉄部塗装等 47 年
建具（玄関ドア、MB扉） 47 年
建具（アルミサッシ） 47 年
バルコニー手摺 47 年
金物類 47 年
給水管、給湯管 47 年
貯水槽 47 年
給水ポンプ 47 年
排水設備 47 年
ガス設備 47 年
給湯器 47 年
共用灯 47 年
電力幹線・盤類 47 年
避雷設備 47 年
電話設備 47 年
テレビ共聴設備 47 年
連結送水管 47 年
自火報設備 47 年
ＥＶ保守 47 年
ＥＶ更新 47 年
流し台 47 年
浴室ﾕﾆｯﾄ 47 年
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 47 年
24h換気 47 年
経常修繕 47 年

計

除却費 1,000,000 円/戸

1
1
1
1
1
29 －

1

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

1

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

梶原東住宅
第２
24

中耐階段室型
S46
S50

S50中耐階段室型

47

費用 改善実施時点の経過年数

－
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■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 50 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 3,654,141 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

192,213 円

② 修繕費Ａ 3,846,353 円

③ 建設費（推定再建築費） 5,096,980 円

④-1 除却費 1,000,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.889

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 888,996 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 196,647 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 70 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

879,687 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

1,868,043 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1-⑦-2） 2,665,785 円

⑧-1 長寿命化型改善費 10,437,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 10,437,000 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 5,096,980 円

⑩-1 除却費 1,000,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.406

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 405,726 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 265,793 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） -69,146 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） -1,659,507 円／棟・年

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価
値化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

備考

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（Ｌ
ＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管
理期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
費及び長寿命化計画の計画期間以後に想定
される長寿命化型改善事業費の総額、当該改
善を複数回行う場合はそれらの合計費用

②-1と②-2の合計

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用
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エ 改善事業【 岡本住宅 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H30
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟

経過年数

■改善項目
項目
全面的改善 10,437,000 円/戸 45 年
屋上防水
床防水
外壁塗装等
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 10,437,000 円/戸

■修繕項目

全面的改善 45 年
屋上防水 45 年
床防水 45 年
外壁塗装等 45 年
鉄部塗装等 45 年
建具（玄関ドア、MB扉） 45 年
建具（アルミサッシ） 45 年
バルコニー手摺 45 年
金物類 45 年
給水管、給湯管 45 年
貯水槽 45 年
給水ポンプ 45 年
排水設備 45 年
ガス設備 45 年
給湯器 45 年
共用灯 45 年
電力幹線・盤類 45 年
避雷設備 45 年
電話設備 45 年
テレビ共聴設備 45 年
連結送水管 45 年
自火報設備 45 年
ＥＶ保守 45 年
ＥＶ更新 45 年
流し台 45 年
浴室ﾕﾆｯﾄ 45 年
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ 45 年
24h換気 45 年
経常修繕 45 年

計

除却費 1,000,000 円/戸

1
1
1
1
1
29 －

1

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

1

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

岡本住宅
第３
24

中耐階段室型
S48
S50

S50中耐階段室型

45

費用 改善実施時点の経過年数

－
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■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 50 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 4,295,039 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

254,369 円

② 修繕費Ａ 4,549,408 円

③ 建設費（推定再建築費） 6,054,920 円

④-1 除却費 1,000,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.822

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 821,927 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 228,525 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 70 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

1,009,436 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

2,219,128 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1-⑦-2） 3,085,347 円

⑧-1 長寿命化型改善費 10,437,000 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 10,437,000 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 6,054,920 円

⑩-1 除却費 1,000,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.375

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 375,117 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 285,034 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） -56,509 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） -1,356,215 円／棟・年

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価
値化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

備考

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（Ｌ
ＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管
理期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
費及び長寿命化計画の計画期間以後に想定
される長寿命化型改善事業費の総額、当該改
善を複数回行う場合はそれらの合計費用

②-1と②-2の合計

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用
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オ 建替事業の LCC試算結果 

【 対象の住宅棟共通 】 

 

 

  

■住棟諸元
団地名 評価時点（和暦）
住棟番号 H30
戸数
構造
建設年度
建設年代
モデル住棟

経過年数

■改善項目
項目
全面的改善
屋上防水 138,323 円/戸 36 年
床防水
外壁塗装等 546,692 円/戸 36 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管 349,131 円/戸 36 年
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計 1,034,146 円/戸

■修繕項目

全面的改善
屋上防水 36 年
床防水
外壁塗装等 36 年
鉄部塗装等
建具（玄関ドア、MB扉）
建具（アルミサッシ）
バルコニー手摺
金物類
給水管、給湯管 36 年
貯水槽
給水ポンプ
排水設備
ガス設備
給湯器
共用灯
電力幹線・盤類
避雷設備
電話設備
テレビ共聴設備
連結送水管
自火報設備
ＥＶ保守
ＥＶ更新
流し台
浴室ﾕﾆｯﾄ
ﾚﾝｼﾞﾌｰﾄﾞ
24h換気
経常修繕

計

除却費 1,000,000 円/戸

3 －

1

1

1

項目
改善項目と

重複する修繕項目
修繕実施時点の経過年数

対象住宅棟共通
-
-

中耐片廊下型
H30
H27

H27中耐片廊下型

0

費用 改善実施時点の経過年数

－
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■計画前モデル
項目 費用等

① 評価期間（改善非実施）Ａ 50 年

②-1 修繕費Ａ１（現時点まで） 0 円

②-2
修繕費Ａ２（現時点から評価期間Aまで）
（現在価値化）

3,191,670 円

② 修繕費Ａ 3,191,670 円

③ 建設費（推定再建築費） 14,910,000 円

④-1 除却費 1,000,000 円

④-2 除却費の現在価値化係数 0.141

④ 除却費Ｂ（現在価値化） 140,713 円

⑤ 計画前ＬＣＣ　（（②＋③＋④）÷①） 364,848 円／戸・年

■計画後モデル

項目 費用等

⑥ 評価期間（改善実施）Ｂ 70 年

⑦-1
修繕費Ｂ２（現時点から評価期間Ｂまで）
（現在価値化）

3,441,978 円

⑦-2
長寿命化型改善のうち計画修繕費相当分
（現在価値化）

339,332 円

⑦ 累積修繕費Ｂ　（②-1＋⑦-1-⑦-2） 3,102,646 円

⑧-1 長寿命化型改善費 1,034,146 円

⑧ 長寿命化型改善費（現在価値化） 251,989 円

⑨ 建設費（推定再建築費） 14,910,000 円

⑩-1 除却費 1,000,000 円

⑩-2 除却費の現在価値化係数 0.064

⑩ 除却費Ｂ（現在価値化） 64,219 円

⑪ 計画後ＬＣＣ　（（⑦＋⑧＋⑨＋⑩）÷⑥） 261,841 円／戸・年

■LCC縮減効果
項目 費用等

⑫ 年平均縮減額　（⑤－⑪） 103,007 円／戸・年

⑬ 住棟当たりの年平均縮減額（⑫×戸数） - 円／棟・年

－

年平均縮減額がプラスであれば、ＬＣＣ縮減効
果があると判断

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における現在価
値化係数

⑥評価期間（改善実施）Ｂ末における除却費

－

備考

⑧-1長寿命化型縮減費を項目別の実施時点
の経過年数に応じて現在価値化し、累積した
費用

建設当時の標準建設費に公営住宅法施行規
則第23条の率を乗じた額

現時点における除却費

①評価期間（改善非実施）Ａ末における現在価
値化係数

①評価期間（改善非実施）Ａ末における除却費

－

備考

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
（ＬＣＣ算定対象）及び長寿命化計画の計画期
間以後に想定される長寿命化型改善事業（Ｌ
ＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管
理期間（目標管理期間）

現時点＋１年から⑥評価期間（改善実施）Ｂま
での各年の修繕費を現在価値化し累積した費
用

計画後に実施する長寿命化型改善のうち計画
修繕相当分

②-1と⑦-1の合計から、⑦-2を減じた額

長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業
費及び長寿命化計画の計画期間以後に想定
される長寿命化型改善事業費の総額、当該改
善を複数回行う場合はそれらの合計費用

②-1と②-2の合計

備考

長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定
される管理期間

現時点までの各年の修繕費を累積した費用

現時点＋１年から①評価期間（改善非実施）Ａ
までの各年の修繕費を現在価値化し累積した
費用


